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① 設置の趣旨及び必要性 

１．関西医科大学の沿革と建学の精神 

 関西医科大学（以下、本学）は昭和 3 年 6 月 30 日に現枚方市牧野に設立した大阪女子

高等医学専門学校を前身とし、その後、昭和 29 年 12 月 1 日に関西医科大学と改称し男

女共学制となった。昭和 35 年に医学進学課程（教養課程）、昭和 36 年に大学院（医学研

究科博士課程）を設置し、平成 30 年度に創立 90 周年を迎えた医療系大学である。本学

は「慈仁心鏡」、すなわち慈しみ・めぐみ・愛を心の規範として生きる医療人を育成する

ことを建学の精神とし、自由・自律・自学を学風としている。 

本学の教育理念は学問的探究心を備え、幅広い教養と国際的視野を持つ人間性豊かな

良医の育成であり、設立以降 8,367 名の卒業生を医学・医療分野に輩出してきた。本学

は医学部医学科、医学研究科博士課程に加え、研究施設として附属生命医学研究所を有

し、医学教育・医学研究に邁進している。医学研究科では医学に関する基礎生命科学の

基礎理論並びに先端医療への応用を学習・研究することにより、医学研究者として自立

し国際的研究活動を行うのに必要な高度の研究能力と、指導的医療人にふさわしい豊か

な学識及び人間性を養うことを理念としている。この理念のもと、本学医学研究科博士

課程は、昭和 36 年に設置以来、昨年度までに、累計で課程博士 1039 名、論文博士 729

名を輩出している。 

また附属医療機関として附属病院（751 床：大阪府枚方市）、総合医療センター（477

床：大阪府守口市）、香里病院（199 床：大阪府寝屋川市）、くずは病院（94 床：大阪府

枚方市）と健診業務を中心とした外来診療のみの天満橋総合クリニック（大阪府大阪市）

を持ち、大学が所在する大阪府北東部である北河内地区（枚方市、交野市、寝屋川市、

四條畷市、守口市、門真市、大東市）の医療の中心を担っている。附属病院は特定機能

病院として指定され、高度医療の提供・臨床研究・医師養成などの実績を有している。

加えて、昨年度、がんゲノム医療連携病院の指定を受けると共に、大阪府における難病

診療連携拠点病院としての認可も受けている。またこれまでに経験のない超高齢化社会

を迎える中、近隣地域において健やかな長寿社会を支えるべく、平成 30 年度にリハビリ

テーション医学講座を新設すると共に、在宅で療養する高齢者への医療ニーズが高まっ

てきていることをふまえ、平成 28 年に香里病院に訪問看護ステーションを設置、平成 30

年には通所リハビリテーションや訪問看護センターを併設したくずは病院を開設した。 

本学は医学進学課程を設置以降、牧野地区（枚方市）で教養教育を、滝井地区（守口

市）で基礎医学教育を、平成 18 年からは附属病院のある枚方地区（枚方市）で臨床実習

を行っていたが、平成 25 年に枚方地区に新学舎を建設し、附属枚方病院（現：附属病院）

と学舎とを集約させることで、教育・研究・医療の強化を図ってきた。この方針を発展

させるべく、平成 30 年 4 月に看護学部、看護学研究科を開設し、令和 3 年 4 月には理学



2 
 

療法士、作業療法士養成を目的としたリハビリテーション学部の開設を目指すなど、単

科大学から医療系複合大学への進化の途上にある。特に医学部においては、再生医療や

ゲノム情報に基づくオーダーメイド医療に携わる医療人の育成と研究基盤の強化を目指

し、基礎社会医学系講座を再編し、iPS・幹細胞やゲノム情報など次世代型医療の中核と

なる新技術開発に携わる部門を新設し多数の専任教員を迎えた。加えて、社会的な要請

の高い人工知能（AI）の医療応用を研究する新部門も設置している。さらに、本年度か

らは、大阪歯科大学・摂南大学・本学の間で医歯薬連携協定を結び、大学間共同研究を

推進する体制を整えている。 

 

２．修士課程設置の趣旨及び必要性 

（１）設置の趣旨 

  本学大学院医学研究科博士課程においては、基礎医学、社会医学、臨床医学系の高度

に専門的な各研究分野において、医学に関する基礎生命科学の基礎理論並びに先端医療

への応用を学習・研究することにより、医学研究者、高度専門的医療人の育成を進めて

きた。しかしながら、昨今の医学・生物学の進歩は目覚ましく、全く新規の生物学的な

発見がシームレスに臨床の現場へと応用されつつある。具体的には、山中伸弥先生（京

都大学 iPS 細胞研究所）によって見出された iPS 細胞が再生医療という医療分野を切り

拓いた事例をはじめ、昨年度本庶佑先生（京都大学高等研究院）のノーベル生理学・医

学賞の受賞対象となった免疫チェックポイント療法に代表される抗体医薬の開発・応用、

さらにバクテリアで見出されたゲノム編集技術の応用による先天的な遺伝病の治療など

が挙げられる。加えて、医療の現場においては、従来の経験則に基づく医療方針に代わ

り、エビデンスに基づいた医学（EBM: evidence-based medicine）を正しく実践するた

めの統計学的知識も求められている。医学・医療がカバーしなくてはならない範囲は急

速に広がっており、生物学・薬学・農学に加え数理工学や情報科学など自然科学系の最

新の知見を有した人材の確保が急務となっている。その一方で、技術革新の進む医療と

高度化する自然科学の間を橋渡しできる人材は稀であり、特に、急速に進歩する最新の

医学知識を実社会に役立てる科学リテラシーをもつ人材や、今後需要が急拡大すると予

想されるゲノム情報を予防医学・オーダーメイド医療に適用可能な人材、少子高齢化の

進む社会の中で AI・ロボット技術を介護の現場に繋げられる人材など、これからの医療

を支える次世代の人材を育成する必要性が社会的に高まっている。 

  以上の状況に鑑み、本学が目指す高度次世代医療並びに医科学研究を加速する上で、

広範な自然科学の知識に基づき、再生医学などの新たな医科学研究領域を学ぶ「先端医

科学」に加え、ゲノム情報や医療情報を融合させた情報科学を学ぶ「ゲノム医科学」、健

康医学や工学的アプローチによる新たな医療を学ぶ「医用工学」の 3 つの領域からなる
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修士課程の設置を通じて、社会的ニーズと医療との橋渡しを担う人材育成を図る。 

 

（２）社会的必要性 

  20 世紀末からの生命科学と医学の爆発的な進歩に伴い、病気の克服を目指す医学研究

の分野においても、従来の医学教育では網羅できない、広範で重層的な知識体系の導入

が不可欠となっている。実際、現在の医学研究は、高度に専門化した生命科学の技術を

駆使して分子レベルの解析を行うことが当たり前となっており、世界的には、単に医学

的な知識を有する限られた人数の医学部出身者が疾患の研究を行うだけでは十分な成果

に結びつかず、他の生命科学系学部出身者がその専門領域の知識と技術を駆使して医学

研究に参画し、互いの弱点を補い長所を高め合いながら進めることが必須の条件となっ

ている。 

  一方、我が国では、近年の医学の細分化や専門化、新臨床研修医制度・新専門医制度

の発足などに伴い、以前に比べ医学部医学科卒業者が臨床に進む傾向がより強まり、反

対に医学研究、特に基礎医学やトランスレーショナル研究分野に進む医学部医学科出身

者は年々少なくなっている。従って、我が国が健康長寿国家であり続ける上で必要とな

る高度医療を支えうる人材を確保する制度・環境を整えることが、今や喫緊の課題とな

っている。 

  さらに、平成 31 年 1 月に文部科学省中央教育審議会大学分科会によって提言された

「2040 年を見据えた大学院教育のあるべき姿」において指摘されたように、今後の複雑

化する世界に対応可能な知識人を育成する上では、現状の医学・薬学・工学といった分

野が個々に教育を施すシステムを超えて、分野間の相互の連携を具現化できるような新

規の教育制度がますます重要になってくるものと思われる。 

  以上の情勢に応え、今後医学教育や研究の分野において必要な従事者を確保していく

上でも、広く生命科学のバックグランドを有する学生を対象に、社会的ニーズと医療現

場との橋渡しを EBM の視点から実現できる人材の育成を目指す修士課程の設置が必要

になる。 

 

（３）養成する人材像 

「先端医科学」分野においては、近年飛躍的な進歩を遂げる iPS・幹細胞医学や神経・免

疫といった高次生命現象分野において科学研究・医学研究を下支えする人材や、博士課程

に進み将来の医学研究・教育を牽引する人材、ならびにこれら専門化する医学知識を一般

社会に適切に還元できるだけの科学リテラシーを持った人材の育成を目指す。この分野に

よって育てられる医科学研究者は、大学の医学部や医科系研究所における技術系職員とし

て研究及び教育レベルの向上に寄与するだけではなく、広く製薬関連メーカーなど一般企
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業において医学研究の素養を発揮することで、我が国の医学系分野の国際競争力の維持・

拡大に大きく貢献するものと考えられ、政府が掲げる我が国の成長戦略を支える人材にな

るものと考えられる。また、平成 26 年に閣議決定された「健康・医療戦略」に謳われた「国

民全体に対して、健康や病気に関する理解力の底上げ」を担う、科学ジャーナリストの輩

出に寄与することが期待される。 

「ゲノム医科学」分野においては、平成 29 年「ゲノム医療実現推進に関するアドバイザ

リーボード」によって提言された、ゲノム情報に関する深い知識を持ち、今後の予防医学

並びにオーダーメイド医療の場で活躍する人材の育成を目指す。この分野によって育てら

れる人材は、現在アカデミア・民間を問わず慢性的な人材不足が問題となっている、医療

ビッグデータを活用できるバイオインフォマティシャンや、大学や各種研究機関で教育・

研究に従事する生物・医療統計の専門家、ならびにがんゲノム医療中核拠点病院・難病診

療連携拠点病院など高度医療を担う医療機関で働く遺伝コーディネーターなどとして活躍

することが期待される。 

「医用工学」分野においては、「保健医療 2035」や平成 30 年「未来投資戦略 2018」によ

って提言されたように、少子高齢化が進む中で、AI・ロボット技術を介護現場へと繋げる

人材や、医療・介護のニーズとシーズをマッチングできる人材の育成を目指す。この分野

によって育てられる人材は、現代が直面している高齢化社会の中で医工連携の視点から健

康増進に取り組む次世代の研究者・教育者や、工学の視点から高齢者・障がい者の介護・

リハビリテーションの効率化に取り組む作業療法士・理学療法士など新時代を担うコメデ

ィカル、ならびに医療機器の企画・設計・医療現場における事業化などに取り組むマネジ

メント分野の人材として活躍することが期待される。 

 

（４）人材養成の目標 

  薬学・工学・理学・農学などの生命科学関連学科で学んできた学生やより高度な専門

性修得を目指すコメディカルを対象に、それぞれの分野における知識を基盤として、医

科学分野の新たな知識を統合的に学修させ、最先端の医科学研究を実践することで、今

後の多様な医学・医療関連の分野で活躍できる人材の育成を目指す。 

  そのため、設置を予定する 3 つの分野「先端医科学」「ゲノム医科学」「医用工学」に

共通する医学教育を施し、分子レベルから個体レベルに至る生体機能と、それに関連し

た疾患の基本的な知識を修得させ、最先端の組織学・分子生物学・遺伝学などの生命科

学技術を駆使することで、医科学研究を理解する能力を養う。その後、3 つの分野に分か

れたコースワークを履修し、「先端医科学」分野においては iPS・幹細胞医学に代表され

る再生医療や神経・免疫といった高次生命現象などの専門知識を有し活用できる人材を、

「ゲノム医科学」分野においては、個人に最適な医療を目指す上で不可欠な疾患関連遺
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伝子やバイオマーカーなどのゲノム情報を活用できる人材を、また「医用工学」分野に

おいては健康寿命を支える介護・リハビリ分野の AI・ロボット技術を介護現場へと繋げ

る人材や、医療・介護のニーズとシーズをマッチングできる人材を、それぞれ養成する。 

  3 つの分野のいずれにおいても、基礎と臨床の交流を通じて、トランスレーショナルリ

サーチに対応できる人材の育成を目指す。また、世界的な業績を有する特別講師による

先端的なセミナーを受講する機会を設けることで、国内外の研究機関で行われているト

ランスレーショナルリサーチの実態を把握できるようにする。このような課程を学修す

ることによって、疾患にリンクした最先端の医学研究を行う基本を身につけることがで

きるばかりでなく、医療の現場の問題点を身近に感じることができると期待できる。こ

れら先端的な生命科学研究や医学研究に触れることは、より専門性の高い医学関連の研

究教育職を目指す学生にとっても貴重な機会となる。 

 

３．教育の理念とディプロマ・ポリシー 

 本学は「慈仁心鏡」すなわち慈しみ・めぐみ・愛を心の規範として生きる医人を育成す

ることを建学の精神とし、90 年を超えて優れた人材を育成してきた。修士課程における教

育の理念、ポリシーは次のとおりである。【資料 1】 

（１）教育の理念 

関西医科大学大学院医学研究科医科学専攻の修士課程は、医学部医学科以外の出身者

を対象に、医学に関連する生命科学の基礎並びに先端医療に関する専門教育を行うこと

により、それぞれの出身領域の知識を医療の場へと有機的に結びつけることのできる、

これからの医学研究・医療を支える人材を育成することを理念とする。 

1. 幅広い知識と技能の修得：医学部医学科以外の修了生を対象に、幅広い医学の基

礎知識を基盤として、最先端の医学研究に触れることで、基礎的医学研究能力を養

う。 

2. 高度専門職業人の育成：豊かな人間性と広い学識を併せもち、今後の多様な医学・

医療関連分野で活躍できる高度専門職業人を育成する。 

3. 社会貢献：自らの学修成果をもって、次世代の医学・医療の発展に寄与するとと

もに、地域社会に貢献する人材を養成する。 

（２）ディプロマ・ポリシー 

関西医科大学大学院医学研究科医科学専攻修士課程を修了し、先端医科学分野、ゲノ

ム医科学分野、医用工学分野の各分野に定める、以下の教育目標を全て満たしたと認め

られる者に修士（医科学）の学位を授与する。 

【先端医科学分野】 

1．幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけている。 
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2．高次生命現象を理解し医学研究・医療現場に活用するために必要な専門的知識と

技能がある。 

3．自らの専門領域において、研究活動を行うのに必要な科学的分析能力と問題解決

力がある。 

【ゲノム医科学分野】 

1．幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけている。 

2．ゲノム情報を医学研究・医療現場に活用するために必要な専門的知識と技能があ

る。 

3．自らの専門領域において、研究活動を行うのに必要な科学的分析能力と問題解決

力がある。 

【医用工学分野】 

1．幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけている。 

2．医療介護分野のニーズに応えるために必要な専門的知識と技能がある。 

3．自らの専門領域において、研究活動を行うのに必要な科学的分析能力と問題解決

力がある。 

 

② 修士課程設置の場合は既存の博士課程との関係   

修士課程を修了し、さらに高度な研究を希望する学生は、研究分野として本課程と継

続性のある本学既設の医学研究科博士課程へ進学することが可能である。本学の博士課

程教育では極めて高いレベルの研究成果が学生に期待されており、学位授与にあたって

は研究成果が科学専門誌に受理されることが求められるのに対し、修士課程では、幅広

い医学知識に基づき、研究活動を行うのに必要な分析能力・問題解決能力を有すること

を示すことが学位授与の要件となる。 

修士課程に入学した学生は、後述の通り、特別研究科目の指導教員の研究室に所属し

て学修を進める。修士課程の指導教員は、全員、博士課程の指導教員を兼ねており、学

位授与の要件は異なるものの、同一指導教員が修士課程から博士課程に至る教育に一貫

して携わるため、学生は修士課程のうちから博士課程の高い学問水準に触れ、より高次

のレベルで必要とされる研究力を意識しながら研究および学修を進めると共に、博士課

程で必要とされる知識や技術の先行取得が可能となる。 

 

③ 研究科、専攻等の名称及び学位の名称 

 本学の医学研究科に新たに設置する専攻の名称は、次のとおりとする。 

  医科学専攻修士課程  Master’s Program in Medical Sciences 

 修了者に授与する学位の名称は次のとおりとする。 
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  修士（医科学専攻）  Master of Medical Sciences 

 

④ 教育課程編成の考え方及び特色 

 本課程は、「医学部医学科以外の生命科学関連学科の卒業生（学士）に、自らのバックグ

ラウンドに加えて医学研究遂行に必要な医学知識を修得させることで、高度な医療知識を

広く社会に還元できる人材を育成する」ことを目指すべく、共通科目として基礎的な医学

知識の修得を進めると共に、「先端医科学」「ゲノム医科学」「医用工学」の３つの分野に分

かれて専門的な学修に取り組む。 

 

１．カリキュラム・ポリシー 

医学研究科修士課程では、医学部医学科以外で様々な学問を修得してきた学生が入学し

てくることから、「学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）」に基づき、学生が修

得しなければならない以下の教育課程を編成する。 

1．共通科目 

（大学院総合講義） 

研究を進めるにあたって必要な知識を修得するとともに、著名な研究者の講演から、

研究に対する姿勢を学ぶ。 

（医科学概論） 

医学に関連する生命科学分野及び臨床医学の基礎的知識を、バランスよく学修する。 

（医学英語） 

キャリアを形成するために必要な医学英語およびメディカルコミュニケーションに関

する基礎的知識を、学修する。 

2．専門科目 

（講義科目） 

入学時に自らが選択した先端医科学、ゲノム医科学、医用工学の 3 つの各分野に設定

された科目を履修し、多様化する医療ニーズに応えるために必要な専門的知識、技能を

修得する。 

（特別研究科目） 

自らの専門領域において、演習、研究・論文作成指導を受けることにより、基礎的な

医科学研究を遂行するに足りる科学的分析能力と問題解決力を修得する。 

 

 なお、カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーは関連しており、その対応表は

資料のとおりである。【資料 7】 

 全員が必修で履修する共通科目では、幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけ
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ることを目標とする。専門科目（講義科目）では、医学の基礎知識に加えて、自身が所属

する分野の学修に必要な専門的知識と技能、及び研究活動を行うのに必要な科学的分析能

力と問題解決能力を身につけることを目標とする。専門科目（特別研究科目）では、自身

が所属する分野の学修に必要な専門的知識と技能、及び研究活動を行うのに必要な科学的

分析能力と問題解決能力を身につけることを目標とする。 

 カリキュラム・ポリシーに基づく各科目を履修することで、本課程が示すディプロマ・

ポリシーに則った人材が養成され、修了後にそれぞれの分野での活躍が可能になる。 

 

２．授業の方法と単位 

（１）授業の方法 

 本課程で実施する授業は、講義と演習とする。 

 共通科目（講義 8 単位）では、本課程での履修を進めるにあたって必要な概念や基本的

知識、英語能力を教授する。専門科目は講義科目（講義 12単位以上）と特別研究科目（演

習 10単位）で構成する。講義や演習を通じて学生が所属する分野で必要な専門的知識や技

能を教授するとともに、自身のテーマに沿った研究・論文作成指導を行う。 

  

（２）単位 

 授業科目の単位計算方法は、1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもっ

て構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間以外

に必要な学修を考慮して、次のとおりとする。 

  講義：15時間の授業をもって、1単位とする。 

  演習：15時間の授業をもって、1単位とする。 

（医科学専攻修士課程イメージ）
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３．教育課程の特色 

 本学医学研究科修士課程では、全ての分野で必要となる基礎的な医学知識について共通

科目を設け、必修科目とする。その後、分野別に専門科目を設け、共通科目で得た知識・

技術を元に、それぞれの学生が自らの関心に応じて科目を選択し学修を進める。 

（１）3 つの分野 

【 先端医科学分野 】 

医学・生物学の領域において先端的でグローバルな研究を展開しうる人材の養成を

目指す教育課程を編成する。 

【 ゲノム医科学分野 】 

生命科学と情報科学（バイオインフォマティクス）に精通し、ゲノム情報に基づく

個別化医療・予防医学研究を推進しうる人材およびゲノム医学に関して深く幅広い見

識を持つ人材の養成を目指す教育課程を編成する。 

【 医用工学分野 】 

生体計測・情報工学・ロボット工学等における先端的な知識と技術を、医療のニー

ズに結び付けて教育することで、医用工学研究を推進するとともに、医用工学を生活

支援や生体再建に活用できる人材の養成を目指す教育課程を編成する。 

 

（２）コースワーク 

  基礎的な医学的知識と専門的知識・能力の修得に加え，学修課題を複数の科目を履修

することで体系的に身につける。 
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【 共通科目 】 

  共通科目では、学生が分野に関わらず、基礎的な医学的知識を体系的に身につけるこ

とができるよう科目を配置する。 

 

① 「大学院総合講義」（1 単位、1 年 1,2 学期、必修）： 

研究成果が社会と密接に繋がる現代においては、研究倫理の概念と具体的な内容に

関する知識は、研究に携わるものにとって必須のものであり、さらに医学領域での研

究を進めるにあたっては、医学倫理についての深い理解が必要となる。また、急速な

情報社会の中で、研究に必要な情報を如何に迅速かつ正確に取得し利用するかは、研

究者にとって重要な能力となる。本総合講義では、これら研究を進めるにあたって必

要な知識を習得するとともに、著名な研究者の講演から、研究に対する姿勢を学ぶこ

とを目的とする。 

 

② 「医科学概論Ⅰ」（2 単位、1 年 1 学期、必修）： 

専門領域を学ぶために必須の人体の構造と機能についての基礎知識を身につける。

この中には、細胞機能を担う分子についての分子レベルの知識、細胞内小器官とその

はたらきについての細胞レベルの知識、さまざまな細胞の機能的な集合体である組織

レベルの知識、さらに人体固有の解剖学的知識を含む。 

 

③「医科学概論Ⅱ」（1 単位、1 年 1 学期、必修）： 

専門領域での理解を深めるために必須な、分子生物学的な基礎的知識を身につける。 

この中には、(1)原核生物及び真核生物における遺伝子の転写翻訳、これらの調節メカ

ニズム、(2)ゲノムの構造と複製メカニズム、(3)遺伝と進化のメカニズム、さらには、

(4)上記に対する調査研究手法の基礎的知識を含んでいる。 

 

④「医科学概論Ⅲ」（2 単位、1 年 2,3 学期、必修）： 

医科学研究を行う上で必要な主要な疾患についての基礎知識を身につけるとともに、

現代の医学の到達点と限界、医療上のニーズがどこにあるかを理解することを目的と

する。臨床各領域の代表的疾患について、病態、症状、身体所見、検査所見、治療法

の概要を学ぶ。具体的な臨床事例を用いてさまざまな疾患の診断から治療に至るまで

の流れを学習する。 

 

⑤「医学英語」（2 単位、1 年 1 学期、必修）： 

医科学のプロフェッショナルとして国際的に活躍しキャリアを形成するために必要
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な医学英語及びメディカルコミュニケーションに関する基礎知識を身につける。特に、

英語による情報収集及び英語による研究成果発表に必要な知識とノウハウを身につけ

る。 

 

【 専門科目（講義科目） 】 

共通科目を履修後は、各分野に設けられた専門科目（講義科目）を履修し、自らの

研究課題を明確にすると同時に、必要な知識、技術を修得する。 

  

＜ 先端医科学分野 ＞ 

①「再生医学」（2 単位、1 年 2,3 学期、選択）： 

再生医学に関して、最新の知識と研究の動向を学ぶ。再生医学の総論および各論か

ら構成される授業により、再生医学研究の意義を理解する。再生医療における独創的

な研究を立案する過程、遂行する技術を知る。再生医学に関する広い視点もち、最新

の医学を一般社会に還元し、医学の発展に寄与することができる人材の育成を目指す。 

 

②「免疫・アレルギー」（2 単位、1 年 2,3 学期、選択）： 

免疫系は感染の脅威から生命を守る大切な仕組みである一方、過剰な免疫反応はア

レルギーや自己免疫疾患を引き起こす。さらに近年の研究からは、肥満や高血圧とい

った生活習慣病の背景に慢性的な免疫反応が存在することも明らかにされつつある。

本科目では、免疫系を構成する組織と細胞についての基礎知識を身に付けた上で、免

疫系の認識機構の成立メカニズム、自己寛容成立の機構、自然免疫・獲得免疫におけ

る多様な免疫応答の分子基盤を理解する。さらに、免疫系の異常に伴う免疫不全症・

アレルギー・自己免疫疾患など多様な病態とその発症機構を理解する。 

 

③「神経科学」（2 単位、1 年 2,3 学期、選択）： 

最後のブラックボックスと言われた脳であるが、遺伝子操作や画像処理等の新たな

技術・計算論がこれまでの知見と融合することにより、その機能がついに明らかにな

ってきた。本科目では研究の最先端を行く研究者と、それぞれの分野について熱く語

る。さらに、精神神経疾患の治療と研究に携わっている臨床の最前線についても学ぶ。 

 

④「創薬科学」（2 単位、1 年 2,3 学期、選択）： 

基礎研究から実用化までを実際の事例を基に学ぶ。シーズの発見、臨床試験の準備、

技術の移転、ライセンス化、市場販売など、大学発ベンチャーに向けて何が必要かを

考える。創薬プロセスにおける薬事と知財（特許など）の連結を進める戦略的方法論



12 
 

を理解し、創薬研究を目的としたアカデミアの貢献から産学連携のあり方を考えられ

る人材の育成を目指す。 

 

⑤「がん生物学」（2 単位、1 年 2,3 学期、選択）： 

   近年の生命医学研究の進展により導入された研究手法の数々は、種々の基礎研究分

野に革命的な進展をもたらしている。とりわけ、シングル・セルRNAシーケンス法、細

胞系譜追跡法、オルガノイド培養、多色４次元イメージング、組織の透明化法の開発

などは、発生生物学、幹細胞生物学、腫瘍生物学、再生医学等において非常に有用で

あり、またこれらの研究分野はお互いに密接に関連していることから、近年悪性腫瘍

に対する基礎的理解は飛躍的に深まったと言ってよい。また同時にこれらは分子標的

薬開発を通じてがん治療開発に大いに貢献している。 

本科目では、こうした近年の生命医学研究において導入された新しい研究手法を用

いて得られた基礎生物学的知見ががん生物学、がん治療に具体的にどのような進展を

もたらしつつあるかについて総論、各論に分けて議論する。 

 

＜ゲノム医科学分野＞ 

①「生命情報処理学」（2 単位、1 学年 2,3 学期、選択）： 

本講義では、最先端のシークエンサーやコンピューター処理速度の向上などに伴い

生成される医学生命ビッグデータを取り扱う際に必要となる情報処理技術を体系的に

学習する。基礎的なプログラムやアルゴリズムから、人工知能に至る応用まで、幅広

い分野を網羅し、将来のバイオインフォマティクス技術者やデータサイエンティスト

を養成する。 

 

②「ゲノム医科学」（2 単位、1 学年 2,3 学期、選択）： 

近年のゲノム解析技術の飛躍的な進歩により、ゲノム情報に基づく個別化医療「プ

レシジョン・メディシン（Precision Medicine）」の実用化に向けた体制整備が急速に

進んでいる。本講義では、ヒトゲノム・遺伝学の基礎、及び、ゲノム上に生じる変異

によって引き起こされる多様な表現型（疾患）との関連について理解を深め、今後益々

発展が期待されるゲノム医療に必要な知識を養う。 

 

③「統計遺伝学」（2 単位、2 学年 1 学期、選択）： 

統計遺伝学の理論・手法・応用のために必要な知識と数学的基礎を学ぶ。遺伝学的

解析手法の必須概念である、統計量、比較、順序、距離、次元、空間、グラフ、確率・

尤度、数え上げなどを取り上げ、多岐に渡るヒトゲノム解析諸手法を正確に理解する
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ための基礎を養うとともに、統計遺伝学の理論研究に取り組むための素養を身につけ

る。 

 

④「ゲノム解析学」（2 単位、2 学年 1 学期、選択）： 

本講義の目的は、ゲノム科学の発展が 21 世紀の医学研究や医療にいかなるインパク

トを与えるのかを理解することにある。生命科学の歴史の中でゲノム科学に携わって

いる研究者の研究成果が何を生み出してきたか、また将来何を生み出しうるのかを理

解し、またその医学への応用について学ぶことを最重要目標とする。「予防医学の時代」

と言われている 21 世紀の医学・医療の中でゲノム解析の果たす役割や今後のゲノム医

科学のあるべき姿を講義を通して考え、理解を深める。ゲノム医科学の基礎的かつ主

要な解析技術と方法論について学ぶ。 

 

＜ 医用工学分野 ＞ 

①「医工学生活支援概論」（2 単位、1 学年 2,3 学期、選択）： 

人としての活動を支えるためには、快・不快情動や痛み、老化などの様々な生命現

象を捉えた上で、背景にある個人的・社会的ニーズを満足させるような生活支援が求

められる。生活支援戦略の未来創生には医学と工学の融合が必要不可欠となっている。

本コースでは、生活支援の医療現場で展開されている実践知識を修得し、探求される

べき課題を見出すことを目標とする。 

 

②「生体計測工学」（2 単位、1 学年 2,3 学期、選択）： 

   生体を計測する基本原理としては、光、電気、放射線、力学的振動などさまざまな

物理現象があり、医用工学分野を研究対象とする場合には、これらの技術を網羅的か

つ体系的に理解することが重要である。そこで、本科目ではこうした生体計測工学の

基礎（各種生体信号の計測技術、信号解析技術）から実際の臨床で用いられている各

種計測機器（生理学検査機器・画像診断装置など）の特性まで幅広く講義する。 

 

③ 「社会連携医工学」（2 単位、1 学年 2,3 学期、選択）： 

近年の健康意識の向上、医学的知識の飛躍的な増大とテクノロジーの進歩から、ヘ

ルスケア分野における医工融合の促進と社会実装が期待されている。本科目では、医

学的見地からみたヘルスケアの理論を理解し、ヘルスケアへのテクノロジーの応用に

必要な工学的知識、さらに新たな知見や技術を社会実装するために必要な関連法規や

マーケティング、マネジメント手法を学ぶ。これらを関連づけて学修することにより、

ヘルスケア分野での医工融合という社会的ニーズに応えられる能力を身につける。 
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④「臨床病態治療学」（2 単位、2 学年 1 学期、選択）： 

生活を脅かし、健康寿命短縮の直接的あるいは間接的な原因となる疾病や外傷の病

態を理解し、エビデンスに基づいた治療戦略について学ぶとともに、各分野における

臨床研究の概要と課題を把握する。 

 

⑤「スポーツ医学」（2 単位、2 学年 1 学期、選択）： 

スポーツ医学として、運動、スポーツの機能的意義、実施方法、評価方法を学ぶ。

その基礎となる運動理論に加えて、脳機能やインスリン抵抗性の改善など生体機能へ

の効果を理解する。さらに、運動、スポーツの社会的意義、ヘルスリテラシーとして

の価値を理解する。 

 

（３）リサーチワーク 

リサーチワークにおいては、それぞれの分野における研究を行う。研究を進める上で必

要となる知識及び基礎的な研究手法等を演習や実習を通して学修する。 

 

【 専門科目（特別研究科目） 】（10 単位、1年 2学期～2年 3学期、選択）： 

 3 つの研究分野（先端医科学、ゲノム医科学、医用工学）にそれぞれ 18、5、5 人の指

導教員を配置し、学生は入学時点に指導を希望した分野に所属する指導教員から、演習、

実習、研究・論文作成指導を受ける。この科目では、2 学年 2 学期に実施する中間発表会

をはじめ、学内で実施される様々な発表の機会を通じて、指導教員以外の教員からも幅

広く指導を受ける。 

 

４．修了後の進路・取得可能資格など 

  一般に、多くの企業は、理科系学生の採用に関しては、学士より修士に期待を寄せてい

るとされており、理科系大学における修士課程進学率の高さが間接的にこのことを裏付け

ている。これらの現状から、本課程の修了者は、医学・薬学関連の数多くのポジションに

対応することが可能であり、社会的ニーズに応えられるものと考えられる。 

 医学部医学科以外の理科系学部の生命科学関連学科の出身者に対し、上記のような医科

学研究の基礎を身につけた結果として、具体的な進路先として想定されるのは、１）医学

／生命科学関連の大学・研究所や医療機関における技術職や研究職、２）製薬企業や医学

薬学関連の企業の研究者あるいは研究に関連する職種などであり、一部の学生は、さらに

高度な専門性を求めて、３）医学／生命科学系博士課程に進学し、より専門性の高い大学

や医科学関連の研究所の教育職や研究者を目指すことも期待される。また、本課程の指導
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教員は全体で 30社以上の医学薬学関連企業や医用工学関連企業との共同研究を進めており、

特別研究での研究内容が修了後の進路選択に繋がる可能性が大きい。 

 具体的なキャリアパスとして、「先端医科学」分野の履修生は、大学院博士課程への進学

や研究機関での研究職・技術職に加え、高度な医療知識が要求される特許事務所・ジャー

ナリズムなどを進路として選択可能である。「ゲノム医科学」分野の履修生については、同

じく大学院博士課程や研究機関が進路として考えられる他、将来的に遺伝コーディネータ

ーなどの医療従事者として医療機関で活躍することが期待される。加えて、ゲノム情報に

代表されるビッグデータを扱う技術は、様々な一般企業においても今後より一層重要性を

増すものと想像される。一方、「医用工学」分野の履修生については、医療現場における指

導者・教育者としての活躍が期待される他、介護の分野において機器開発と医療現場との

橋渡しを行うマネジメント業務に携わるといった選択肢が考えられる。 

 

⑤ 教員組織の編成の考え方及び特色 

１．教員組織の編成の考え方 

 教育の理念、目標に「幅広い知識と技能の修得」「高度専門職業人の育成」「地域社会に

貢献できる人材の養成」を掲げ、これを達成するために生命科学や医学の領域で深い知識

と豊かな経験をもつ教員の編成とした。 

 医学研究科博士課程においては、基礎医学研究、臨床医学研究に関する各研究分野に令

和元年度現在、55名の専任教員からなる指導教授を配置している。本課程では、このうち、

29名の教員を研究指導にあたる専任教員として配置する。 

本課程の専任教員の編成は次のとおりで、全員が博士号を取得者で卓越した研究指導能

力を有している。 

 

専 攻 教授 准教授 講師 計 

医科学専攻（修士課程） 24 4 1 29 

  

上記のうち、半数弱の 12 名が医師免許を有しない教員であり、理学、工学、薬学のいず

れかの博士号取得者である。医師免許を有する教員のみならず、広く生命科学分野におけ

る教員を擁しており、多様なバックグラウンドを持つ本課程の専任教員は、医学部医学科

以外の学校から入学してくる学生を教育するに相応しい編成であるといえる。 

 

指導教員には、先端医科学分野 18名、ゲノム医科学分野 5名、医用工学分野 5名を配置

する。全員が受講する共通科目において、医科学研究を行う上での基礎知識を教授するこ

とから、必然的に医学・生物学領域の教員を多く配置することになった。ゲノム医科学分
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野、医用工学分野の指導教員は各 5 名ではあるが、兼担教員も多く配置し、学内で実施さ

れる様々な発表の機会を通じて、所属分野以外の指導教員からも広く指導を受けることが

可能である。本課程では分野ごとの定員は設定しないが、仮に分野ごとの入学者数に偏り

が生じた場合であっても、教員数、研究設備において、演習、実習、研究・論文作成指導

には問題はないと考える。 

 

２．教員組織体制 

 本課程の専任教員は、その基礎となる医学部の教員を兼務している。医学部には、在学

生 724 名に対し専任教員が 709 名在籍している。医学部においては講義・演習・実習の授

業科目のほとんどがその専門性を鑑みてオムニバス形式による授業であり、かつ、講師や

助教も授業を担当しているため、１人の教員に負担が偏ることはない。また、博士課程に

おいても、指導教授 55 名、指導教員 225 名と充分な専任教員で構成しており、負担は分散

できている。 

 なお、専任教員の大学における各種業務の負担率は、資料のとおりである。多種の業務

があるものの、本課程での業務も滞りなく遂行できる負担率であり、本課程は入学定員 8

名、収容定員 16 名と少数であることを踏まえると、教員に対し多くの負担がかかることは

なく、適切な体制を整えている。【資料 14】 

 

３．教員の年齢構成と定年等への対応 

 専任教員の開設年度における年齢構成は、充分な研究指導能力を有する教員を配置した

ことにより、40 代が 6 名、50 代が 17 名、60 代が 7 名である。20 代、30 代の専任教員は

配置しないが、兼担教員には複数名配置し、これら若手教員が大学院教育に携わっていく

中で教育・研究実績を積むことにより、研究指導能力の向上を見込むことが可能であるた

め、今後起こりうる世代交代にも十分に対応可能である。 

 本学の定年は、主任教授が 67 歳、管理の職に就いている者が 65 歳、その他は 63 歳と規

定されているが、完成年度内に当該規定に抵触する教員はいない。完成年度以降に定年退

職となる教員の補充は、医学部の専任教員或いは他大学において研究指導を担った経験の

ある者を選考に関する規定に基づき採用する。【資料 2、3、4】 

 

⑥ 教育方法、履修方法、研究指導の方法及び修了要件 

１．教育方法と履修スケジュール 

 授業期間は年間 35 週を基本とし、4 月から 8 月を 1 学期、9 月から 12 月を 2 学期、1 月

から3月を3学期とする3学期制とする。授業時間は1コマを90分とし、1時限9:00〜10:30、

2 時限 10:40〜12:10、3 時限 13:00〜14:30、4 時限 14:40〜16:10、5 時限 16:20〜17:50、6
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時限 18:00〜19:30、7 時限 19:40〜21:10 とする。講義は 1 単位 15 時間、演習並びに実習

は 30 時間を基準とする。【資料 5】 

 学生の研究分野の選定については、入学試験出願時に決定しておく必要があり、研究分

野ごとに実施する筆記試験に合格しなければならない。出願前には事前受験相談をするこ

とが可能であり、学生が学びたい内容と指導を受けたい分野を聞き取り、関連する教員の

専門領域、並びに研究指導方針・方法を学生に説明することで、入学後のミスマッチを防

ぐ。 本課程では、医学研究遂行に必要な医学知識を修得することを目的に、共通科目と

して「大学院総合講義」、「医科学概論 I・Ⅱ・Ⅲ」、「医学英語」を設ける。また、各分野に

おける専門知識の修得を目的に、専門科目として、先端医科学分野において「再生医学」、

「免疫・アレルギー」、「神経科学」、「創薬科学」、「がん生物学」を、ゲノム医科学分野に

おいて「生命情報処理学」、「ゲノム医科学」、「統計遺伝学」、「ゲノム解析学」を、医用工

学分野において「医工学生活支援概論」、「生体計測工学」、「社会連携医工学」、「臨床病態

治療学」、「スポーツ医学」を設ける。これら専門科目については、幅広い視野を養うこと

ができるよう、選択した分野以外で開講される科目を履修することも可能とする。 

 これら講義科目のうち共通科目を 1 学年次に履修すると共に、研究分野に応じて１学年・

2 学年次に選択科目を履修する。また、1 学年 2 学期以降は特別研究科目を履修し、指導教

員の指導を通じて演習・実習並びに論文作成に取り組む。 

 学生の履修計画を支援するために、全ての授業科目においてシラバスを作成し、科目の

ねらい・到達目標・授業実施計画・成績評価の基準と方法などを学生に明確に提示すると

共に、履修の参考となるように履修モデルケースの紹介を行う。加えて、入学時に大学院

医学研究科教務部長によるガイダンスを実施し、修士課程における履修方法の説明を行う。

【資料 6、7】 

 

２．研究指導方法 

 本課程の入学試験に合格した者については、入学後速やかに学生 1 名に対して指導教員 1

名が決定される。学生が興味を持つ研究分野や取得したい技術と受験時の面接試験内容を

十分考慮し、各教員の研究分野との適合性も鑑みた上で、最適な教員を大学院医学研究科

委員会（以下、「研究科委員会」という）で決定する。 

 指導教員は、下記に示す研究指導スケジュールに従い、研究課題の選定及び研究計画書

の作成から修士論文作成に至る全ての過程に対して指導責任を持つ。また、指導教員の判

断の下、共通科目・専門科目を担当する教員及び学外の非常勤講師の中から最適な人員を

通じた研究内容への指導が図られ、異分野視点からの指導・助言を通じてより広い視点か

らの課題解決能力を養い、社会の多方面で種々の課題に柔軟に対応出来る高度専門職業人

を育成する。なお、設定した研究課題の遂行にあたってより適した教員がいる場合などは、
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途中で指導教員を変更することも可能とし、研究科委員会において審議する。 

（１）研究指導スケジュール 

① 指導教員の決定（1 学年次 4 月） 

 学生は、指導教員予定者の内諾を得た上で、4 月上旬に指導教員・選択必修科目届出

書を提出する。次いで研究科委員会は、選択必修科目・指導教員の調整・承認を行い、

学生に通知する。 

 指導教員は、研究実施に必要となる授業科目や高度専門職業人として有益となる基

礎学力を養う授業科目など、個々の学生の進路を勘案した上で授業科目の履修指導を

行う。 

 

② 研究課題の決定・研究計画書の提出（1 学年次 9 月） 

指導教員は、学生の希望する研究内容・指導教員の専門領域・指導環境などを勘案

し、学生と相談して研究課題を決定する。さらに、研究課題実施に必要となる方法論

や関連文献の調査方法の指導を通じて、研究計画の立案を指導し、研究計画書を研究

科委員会に提出する。 

 

③ 研究の実施（1 学年次 10 月〜2 年次 9 月） 

学生は、指導教員の指導・助言を受けて、研究計画に従い研究を遂行する。指導教

員は、学生の研究進行状況について週に一度程度の頻度で確認を行い、研究の進度を

適切に管理する。 

 

④ 修士論文の作成（2 学年次 10 月〜1 月） 

修士論文の指導は、指導教員が「特別研究科目」において個別指導・個別相談の機

会を継続的に設けて実施する。学生には、2 学年 2 学期に実施する中間発表会において

研究発表をすることを義務付ける。この中間発表会をはじめ、学内で実施される様々

な発表の機会を通じて、指導教員以外の教員からも幅広く指導を受けることで、研究

内容の充実を図る。指導教員は、修士論文の執筆要領・論文の全体構成など論文完成

までのプロセスを学生に示し、かつ論文作成過程において適宜指導を行うことで、修

士論文の完成に導く。 

 

⑤ 修士論文の提出（2 学年次 1 月〜2 月） 

学生は修士論文の完成後、指導教授を経て、学位申請に係る書類を添えた修士論文

を学長に提出する。研究科委員会は、学長からの付託に基づき、学位の授与の可否を

判定し、その結果を学長に報告する。審査に合格した学生は、本学から学位を授与さ
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れ、修士（医科学）の学位を取得する。 

 

■ 修士課程 研究指導スケジュール 

 入学前 
1 学年 

1 学期 2 学期 3 学期 

先端医科学 
分野 

入学試験出願時、
自身が希望する
分野を決定して
おく。 

指導教員の指導
のもと、所定科目
の履修を進める。
各領域で研究課
題を模索しなが
ら、文献検討を通
して課題を明確
にする。 

指導教員と相談
のうえ、研究課題
を決定する。 
 
指導教員の指導
に基づき、研究計
画書を作成・提出
し、予備的な研究
を開始する。 

指導教員の指導
に基づき、研究を
実施する。 

ゲノム医科学 
分野 

医用工学分野 

 

 
2 学年 

1 学期 2 学期 3 学期 

先端医科学 

分野 

指導教員の指導に基づ
き、研究を実施する。 

指導教員による論文作
成指導を受け、論文を
執筆。 
＜9～11 月＞ 
中間発表会において研
究発表を行い、質疑応
答を受ける。 
＜12 月＞ 
論文の完成及び提出。 
 
大学院医学研究科委員
会において主査、副査
を決定（審査委員会を
構成）。 

学位申請者公開講演会
の実施。 
 
審査委員会による論文
審査。 
 
大学院医学研究科委員
会における合否判定。 

ゲノム医科学 
分野 

医用工学分野 

 

（２）学位論文審査 

   学生は自身の修士論文審査にあたり、「論文審査申請書」を指導教員の確認を受けた

上で、研究科委員会に提出する。 

  研究科委員会は、学習の成果及び修士論文審査に係る評価と修了の認定に対して、厳

格性と透明性を確保するために 3 名の審査員（うち主査 1 名及び副査 2 名）を選任する。

なお、審査員は学生の指導教員以外の本課程専任教員の中から選任する。 

   主査と副査は学位論文審査会の日程を調整し、公表する。審査会は修士論文を受理し

てから研究内容を主とした最終試験を公開審査、口頭により行うものとする。主査と副

査は、論文の審査及び最終試験の結果を研究科委員会に報告し、研究科委員会が学位の

授与の可否を判定した上で、結果を学長に報告する。 
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（３）研究倫理 

 本学では、医学研究が、ヘルシンキ宣言（世界医師会）や医学研究に関する我が国の

指針及び関係法規に基づいて適切に実施されることを目的として、必要な事項を「関西

医科大学研究者倫理規範」に定めている。【資料 8】 

また、研究が医学的、倫理的及び社会的観点から適切に行われることを目的として倫

理審査センターを設置し、管理・運営している。【資料 9】 

 本課程に入学した学生には、入学当初に実施する研究倫理に関する必修講義の受講を

義務付け、研究倫理について周知徹底させる。合わせて、研究に公正に取り組む上で必

要となる知識を APRIN e ラーニングプログラム (eAPRIN)〔一般財団法人公正研究推進

協会提供〕により受講することを義務付ける。 

修士論文作成の過程において本学の倫理審査を経る必要がある場合は、指導教員と相

談のうえ、倫理審査センターの承認を受けた上で研究課題に取り組む。 

この他、ゲノム医科学分野に進む学生は、ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理

指針と個人情報保護に関する講義を必須受講する。 

 

３．修了要件 

 本課程の修了要件は、2 年以上在学し、必修科目を含めて 30 単位以上を取得すると共に、

必要な研究指導を受けた上で、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

 

⑦ 施設、設備等の整備計画 

１．校地、運動場等 

 本課程は、医学部及び博士課程と同一の枚方学舎医学部棟内に設置する。枚方学舎の校

地面積は 60,749 ㎡であり、その中に医学部棟、看護学部棟、附属病院のほか、テニスコー

ト 3 面、多目的コート等を有している。また医学部棟は 8 階建ての北棟、13 階建ての中央

棟、4 階建ての南棟の三棟で構成され、制震構造である。南棟の屋上には出入りが自由な一

面芝生の屋上庭園を備えている。枚方学舎は、京阪電車「枚方市」駅から徒歩 5 分の位置

にある。枚方市は、大阪府と京都府の府境に接し、大阪、京都の中心部から京阪電車で 30

分程度の距離であり、関西一円からの通学が可能である。 

 枚方学舎から公共交通機関を用いて 20 分で移動可能な牧野学舎には、グラウンド、体育

館、武道館、弓道場を備え、課外活動等で利用可能である。なお、枚方学舎と牧野学舎間

は、利便性向上のために無料のシャトルバスを運行している。 

 

２．校舎等施設の整備計画 

 医学部棟は、概ね 1～4 階が学生・教職員共用スペース、5 階～12 階が教員・大学院生共
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用スペース、13 階は法人本部で構成されている。全館には学内無線 LAN 環境が整えられ

ており、本学の学習支援システム KMULAS（Kansai Medical University Learning 

Assistant System）の利用はいつでもどこでも可能である。【資料 10】 

 130名収容可能な講義室は医学部と共用で1階に1室、2階に3室の計4室を有している。

個人用照明を完備し、プロジェクター、スクリーンの他、黒板を設置している。従来から、

博士課程の共通科目の講義はこれら講義室で実施しているため、博士課程との合同授業は

引き続き当講義室を利用する。 

 本課程で実施する講義は、医学部棟 5 階綜合研究施設内セミナー室にて実施する。入学

定員が 8 名であることから、充分な広さとなっている。 

 大学院生の研究室（自習室）は、院生自身が入学時に選択する指導教授の主宰する講座、

教室の研究室とする。また、研究室のある各階にはセミナー室を 2～5 室設けており、空い

ていれば自由に利用可能である。研究室は、講座の定員数に応じて充分な面積を有してお

り、修士論文の作成過程における実験・実習に必要な設備も整備されているため、博士課

程に在籍する大学院生との共同利用が可能である。遺伝子組換やバイオセーフティに関す

る共通設備の管理に関しては、学内遺伝子組換え実験委員会および動物実験委員会への申

請・認可を含め、指導教員がその責任を負う。 

附属生命医学研究所綜合研究施設には、ゲノム解析に必要な次世代シークエンサーや、

分子生物学・細胞生物学的解析に必須のセルソーターや多光子顕微鏡をはじめとする各種

解析装置が完備され、共同利用に供されている。これら機器の維持・管理は、利用方法の

指導や支援を含め、同施設に所属する 4 名の教務技師がそれぞれ、遺伝子組換やバイオセ

ーフティの学内規則に則ったかたちでおこなっている。【資料 15、16】 

ゲノム医科学分野の研究室には大型コンピューターが設置され、大学院生が利用可能に

なっていると同時に、学外のスーパーコンピューターと接続し稼働している。【資料 11】 

 

３．図書等の資料及び図書館の整備計画 

 医学部棟 3 階には附属図書館本館（858.88 ㎡）を有する。ここには、医学分野の図書約

88,200 冊、雑誌 380 種類、視聴覚資料約 1,500 点、電子ジャーナル約 8,200 種類、電子ブ

ック約 16,600 冊を所蔵、加えて、コピー機 3 台、検索用パソコン 10 台を配置している。 

また、図書館システムにより、図書館本館、看護学部棟にある図書館分室、牧野分館の蔵

書の所在情報を調べることが可能である。 

 文献データベースとして、「医中誌 Web」や「PubMed」、引用文献情報データベース

として「Web of Science」を導入し、学術情報に特化した電子ブックとして「メディカルオ

ンライン」「Maruzen eBook Library」なども利用可能である。臨床に関わる医療従事者

向けのツールとしてエビデンスに基づいた優れた臨床意思決定支援情報源である
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「DynaMed」、複数の臨床試験の結果を総括的に評価する「Cochrane Library」、学術雑

誌の重要性を評価するための体系的かつ客観的な手段となるデータベースである「Journal 

Citation Reports」を導入している。 

 館内面積のおよそ半分をコミュニケーションエリアとし、学年や教職員の枠を超えた人

と人との繋がりの中から生まれる多様な学習スタイルを支援している。閲覧座席数は 164

席。自学自習の場を提供するため、日曜・祝日を含む休日開館を実施している。 

 他大学との相互利用としては、日本医学図書館協会、私立大学図書館協会に加盟し、国

立情報学研究所の目録所在情報サービスにも参加しており、全国の大学等の図書館が所蔵

する図書・雑誌の所在情報を Web 上で検索し、相互貸借や文献複写の依頼が可能である。 

 

⑧ 基礎となる学部との関係 

 本学修士課程に入学を希望すると想定される対象者は、医学部以外の理・工・薬・保健・

食品・栄養・農学などの学部で学んだ大学の卒業予定生や、これと同等以上の学力がある

ことが本学の定める基準により認められた専門学校の卒業生、及びこれらの要件を満たし

ていて病院などに現在勤務している医療従事者を想定している。本学修士課程の入学者は

自身の学問的背景と興味に基づいて、本学修士課程の「先端医科学」、「ゲノム医科学」、「医

用工学」のいずれかの研究分野を入学前に選択し、それぞれの授業科目を受講する。 

 

 
 

⑨ 入学者選抜の概要 

１．アドミッション・ポリシー 

本課程は、医学部医学科以外の出身者を対象に、医学に関連する生命科学の基礎並びに

先端医療に関する専門教育を行うことにより、それぞれの出身領域の知識を医療の場へと

有機的に結びつけることのできる、これからの医学研究・医療を支える人材を育成するこ
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とを理念としている。本課程の理念を理解し、ディプロマ・ポリシーを達成するために、

アドミッション・ポリシーとして次のような学生を求める。 

 

【求める学生像】 

1. 他分野の専門知識を多様な医学・医療関連分野で応用しようとする熱意のある人 

2. 高度専門職業人として医学・医療関連分野で活躍する意欲のある人 

  3. 大学卒業程度の知識を有し、自らの学修成果をもって、人類の健康増進と福祉の向

上に寄与するとともに、地域社会に貢献する意思のある人 

 

求める学生像に沿った学生を選抜し、カリキュラム・ポリシーに定める課程を修了可能

な能力を有しているかを評価するために、入学者選抜の基本方針を次のとおりとする。 

 

【入学者選抜の基本方針】 

1. 面接試験により、医学に関連する生命科学に深い関心を持ち、強い熱意、真摯な姿

勢を評価する。 

2. 外国語（英語）試験により、履修を進めるにあたり、情報収集や研究発表に必要な

英語能力を評価する。 

3. 専門科目試験により、志望する研究分野における科目の履修に必要な生命科学や統

計学等の大学卒業程度の基礎的知識と素養を評価する。 

 

２．選抜方法 

 一般入試と社会人入試の入試区分を設け、筆記試験、個別面接及び出願書類により総合

的に判定する。 

 筆記試験：外国語（英語）と志望する研究分野ごとに実施する専門科目の２科目を受験

する。専門科目試験は、3 つの分野が網羅する範囲が広いことから、生物学、物理学、数学、

統計学などの複数の問題を出題し、受験者は志望する分野に関係する問題を選択のうえ回

答する。薬学・工学・理学・農学などの生命科学関連学科出身者に限らず、文科系学部出

身者や医療系専門学校出身者であってもこれらの科目の大学卒業程度の基礎的知識と素養

を有していれば入学者として想定できる。 

 

 面接：個別対面面接を受験する。面接試験により、医学・医学関連分野への学修意欲や

適性を判断する。 

 なお、外国語（英語）は、民間の英語検定試験において本学が指定する条件を満たす得

点を出願日から遡って 2 年以内に取得している場合は、外国語（英語）試験を免除できる
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ものとする。 

 

３．選抜体制 

本学医学研究科修士課程の募集定員は 8 名とする。各入試区分、各研究分野の募集定員

の割合は設けず柔軟に受け入れる。選抜時期は 10 月と 3 月の年 2 回とする。 

 

４．入学資格 

 本課程への入学資格は、次の各号のいずれかに該当する者で、大学卒業程度の基礎学力

を有し、且つ医学・医療関連分野で活躍する意欲のある者とする。 

＜一般入試＞ 

1) 学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者 

  2) 学校教育法第 104 条第 1 項の規定による学士の学位を授与された者 

3) 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

 4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

 5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 16

年の課程を修了したとされるものに限る)を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置づけられた教育機関であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 

6) 文部科学大臣が指定した者 

 7) 前(1)号に定める大学に 3 年以上在学した者であって、所定の単位を優秀な成績で

修得したと大学院が認めた者 

 8) 外国において学校教育における 15 年の課程を修了し、所定の単位を優秀な成績で

修得したと大学院が認めた者 

 9) 本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めたもので、22 歳に達した者 

＜社会人入試＞ 

前記 1）～9）のいずれかに該当し、且つ、病院、教育・研究機関、官公署、その他民間

会社等に在職している者、または入学時に就業が見込まれ、大学院入学後もその身分を有

する者。 

 

 なお、一般入試、社会人入試において、大学を卒業した者と同等以上の学力を有する者

であると判断するために個別の入学資格審査が必要な場合には、これまでの研究活動歴の

提出を求め評価する。これに加えて、筆記試験と面接において評価する。 
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５．出願書類 

＜一般入試、社会人入試共通＞ 

・入学願書 

・受験写真票・受験票・経理副票 

・写真 2 枚 

・入学検定料 

・卒業証明書（または卒業見込証明書） 

・成績証明書 

・外国語（英語）試験免除制度の必要書類 

＜社会人入試のみ必要＞ 

・在職証明書 

・受験許可書 

・志望理由書 

 

６．社会人の受け入れ方法 

本学医学研究科修士課程入学者は、一般の学生のほか本学附属関連病院を含む社会人

を想定している。既に社会で活躍している者が、職業を継続しながら学修できる教育環境

を提供するために、昼夜開講制を採用し、後述の「大学院設置基準」第 2 条の 2 又は第 14

条による教育を実施する。 

選抜方法は、一般入試と同様に筆記試験、個別面接のほか志望理由書を含めた出願書類

により総合的に判定する。 

また、在職のまま出願する者には、所属長の受験許可書の提出を義務付ける。 

 

⑩ 「大学院設置基準」第２条の２又は第１４条による教育方法の実施 

１．修業年限 

 標準修業年限は 2 年とする。ただし、社会人学生等で 2 年で修了することが困難で、次

のいずれかの要件を満たす者に限っては、大学院医学研究科委員会で審議のうえ、3年を限

度として履修することができるものとする。【資料 12】 

1) 職業を有する者(正職員又は自営業者に限る) 

2) 育児、介護等の事情を有する者 

3) その他、学長が認めた者 

 

２． 履修指導及び研究指導の方法 
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 大学院設置基準第 14 条特例を受けた学生は、昼夜、その他の特定の時間又は時期におい

て開講する授業科目を履修可能とする。また、全学的に利用している学習支援システム

KMULAS（Kansai Medical University Learning Assistant System）を用いて、アップロ

ードされている授業科目の資料や予復習のためのミニテストを活用し、いつでもどこでも

学習できる環境が整っている。 

 研究指導については、入学時に研究指導を受ける予定教員との事前相談を必須化し、学

生の経歴と興味、受けられる指導内容を学生、指導者双方が理解したうえで決定すること

を前提としている。そのため、指導教員は、学生に応じた研究指導計画を立てることが可

能である。研究の進捗状況の確認はインターネットや面談等を通じて密に行い、適切なア

ドバイスや指示を与えるよう配慮する。 

 

３． 授業の実施方法 

 本課程では、平日の時間割を 7 限目まで設定し、18 時以降の時間帯に多くの授業を組ん

でいる。講義科目は学生の都合にも考慮し、午前の時間帯でも対応可能とする。特別研究

は、土曜日や長期休暇中であっても対応可能とし、学生に便宜を図っている。なお、講義

資料や授業で用いたミニテストは、KMULAS に常にアップロードされていることから、補

講にも柔軟に対応できる。 
 

４． 教員の負担の程度 

 本課程で実施する授業は概ねオムニバス形式であり、限られた教員に負担が重く掛から

ないように配慮している。また、夜間の講義を担当する日などはフレックス勤務体制を取

るなど、教員の負担軽減を図っている。 

 なお、先に記載のとおり、専任教員には多種の業務があるものの、負担への配慮をして

いるため対応可能である。【資料 14】 

 

５． 図書館・情報処理施設等の利用方法 

 図書館は、平日は 9 時〜21 時、土曜、日祝日は 9 時〜17 時まで開館し、学生の利便を図

っている。また、学内無線 LAN を利用して電子ジャーナル等の利用も問題なくできる環境

にある。 

 

６． 学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配置 

 定期健康診断の受診はもとより、平素の心身の健康管理は学部学生と同様に、学生健康

管理室、学生相談室が対応する。また、入学時には学生教育研究災害傷害保険への加入を

義務付ける。 
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 本課程の事務は、大学事務部学務課大学院係が担当する。教員と同様にフレックス勤務

体制を取る等により、授業中の不測の事態にも対応可能とする。 

 

７． 入学者選抜の概要 

 社会人を対象とした社会人入試を実施する。出願資格は、前記「⑨入学者選抜の概要（2）

入学資格」の 1)～7)のいずれかに該当し、且つ、病院、教育・研究機関、官公署、その他

民間会社等に在職している者又は入学時に就業が見込まれ、本課程入学後もその身分を有

する者である。 

 なお、選抜方法は前記「⑨入学者選抜の概要（3）選抜方法」と同様である。 

 

⑪ 管理運営 

 医学研究科に、医学研究科長を置き、医学研究科長は学長をもって充てることを学則で

規定している。また、学長及び指導教授によって構成する「大学院医学研究科委員会」を

設置し、月 1 回の定例開催としている。医学研究科と看護学研究科、医学研究科と医学部

など組織を跨いで教育・研究に関する事項について審議又は協議する場合は、「教育研究推

進委員会」「大学諮問会議」を開催する。 

１．大学院医学研究科委員会 

 大学院医学研究科委員会は、以下の事項に関して、審議又は協議の上、学長に意見を述

べることとしている。 

   (1) 学生の入学、除籍に関する事項 

(2) 学生の表彰及び補導厚生並びに懲戒に関する事項 

(3) 試験に関する事項 

(4) 学位論文審査に関する事項 

(5) 教育課程に関する事項 

(6) その他学長の諮問する事項 

 

２．その他の委員会 

 教育研究推進委員会は、学長が重要かつ全学的に優先すべきと判断する教育・研究の施

策及び課題を審議し推進するために、定期的に開催している。構成員は、学長、副学長の

他、医学、看護学の両研究科及び学部の教務部長の他、学外の有識者として本学所在地の

枚方市健康部長も参画している。 

 大学諮問会議は、学長の諮問機関の役割を担っており、構成員は学長、副学長、病院長、

大学事務部長であり、学長が必要と認めたときに随時開催している。 
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⑫ 自己点検・評価 

 教育研究活動に係る自己点検・評価は、「関西医科大学自己点検・評価に関する規程」に

則り実施している。【資料 13】 

１．実施体制 

 自己点検・評価の実施を行う体制として、自己点検・評価委員会を設置する。委員会は、

選出された教職員をもって組織し、理事長が委嘱、委員長は委員の互選により決定する。 

 

２．公表及び評価項目 

 本学で実施した自己点検・評価の結果はホームページ等を通じて公表し、社会の評価を

受けることを通じて、自己点検・評価を実施した項目について継続的な見直しや改善を図

っている。本学は、平成 26 年度に公益財団法人大学基準協会による機関別認証評価を受審

し、審査の結果、平成 27 年 4 月から令和 4 年 3 月まで「大学基準適合」の認定を受けてい

る。 

 

⑬ 情報の公表 

 本学は、学校教育法施行規則に基づき、教育研究機関としての目的等を大学における教

育研究上の成果の普及や活用の促進を図るために、大学のホームページや刊行物「大学概

要」を通じて情報を公表している。 

 本学ホームページ内、情報公開 http://www.kmu.ac.jp/info/public/about/index.html 

ア 大学の教育研究上の目的に関すること 

 （医学部）http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/about/education/index.html 

 （医学研究科）http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/philosophy/index.html 

イ 教育研究上の基本組織に関すること 

 （医学部）http://www.kmu.ac.jp/info/public/about/basic/gra_medlist.html 

 （医学研究科）http://www.kmu.ac.jp/info/public/about/basic/medlist.html 

ウ 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

 （教員組織：医学部）http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/index.html 

 （教員組織：医学研究科）http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/index.html 

 （専任教員数）http://www.kmu.ac.jp/info/public/about/basic/staff/index.html 

 （各教員が有する学位及び業績）http://research.kmu.ac.jp/kmuhp/KgApp 

エ 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又

は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

 （アドミッション・ポリシー：医学部） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/about/policy/index.html 

 （アドミッション・ポリシー：医学研究科） 
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      http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/policy/index.html 

 （入学者数・収容定員・学生数：医学部） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/about/data/index.html 

 （入学者数・収容定員・学生数：医学研究科） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/data/index.html 

 （卒業者数・就職者数：医学部） 

      http://www.kmu.ac.jp/admission/campuslife/graduate/career/index.html 

 （単位修得者数・就職者数：医学研究科） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/data/index.html 

オ 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

 （カリキュラム・ポリシー：医学部） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/about/policy/index.html 

 （カリキュラム・ポリシー：医学研究科） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/policy/index.html 

 （教育要項：医学部）http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/curriculum/about/index.html 

 （教育要項：医学研究科）http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/requirement/index.html 

カ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

 （ディプロマ・ポリシー：医学部） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/about/policy/index.html 

 （ディプロマ・ポリシー：医学研究科） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/about/policy/index.html 

 （履修修了認定に関する細則：医学部） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/medical/curriculum/detailed_regulation/index.html 

 （学位論文審査基準：医学研究科） 

      http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/copy_of_index.html 

キ 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

  http://www.kmu.ac.jp/info/public/about/basic/copy_of_index.html 

ク 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

 （医学部）http://www.kmu.ac.jp/admission/faculty/medicine/fee/index.html 

 （医学研究科）http://www.kmu.ac.jp/admission/gso/medicine/payment.html 

ケ 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

 （クラスアドバイザー/メンター制度） 

   http://www.kmu.ac.jp/admission/campuslife/support/advisor/index.html 

 （学生相談室）http://www.kmu.ac.jp/admission/campuslife/support/student_support/gakuso.html 

 （学生健康管理室） 

http://www.kmu.ac.jp/faculty/graduate/copy_of_index.html
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   http://www.kmu.ac.jp/admission/campuslife/support/student_support/gakuke.html  

 （学生支援室） 

   http://www.kmu.ac.jp/admission/campuslife/support/student_support/gakushi.html 

コ その他 

 上記の他、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報として、履

修系統図や学則、また自己点検・評価報告書、認証評価の結果等も情報を公表している。 

 

⑭ 教育内容等の改善のための組織的な研修等 

１．授業内容や方法の改善、向上させるための取り組み 

医学部では、教育水準の向上と卒前・卒後の臨床教育の充実を図ることを目的に、平成

23 年 10 月に医学教育センターが設置され、現在、同センターの下に 5 つの部門を有して

いる。その内、教育支援部門において、本学のファカルティ・ディベロップメント（以下、

FD）の企画、立案等を行っている。 

具体的な実施内容としては、毎年新任教員を対象として、医学部のカリキュラムの理解

を図るために新任教員を対象としたワークショップや、教員を対象とした医学教育環境に

関する FD、医師国家試験の分析と対応に関する FD を実施している。 

大学院医学研究科では、教務委員会を中心に FD の企画、立案等を行っている。毎年「大

学院医学研究科教育ワークショップ」を開催し、カリキュラムの課題等の抽出を行い、改

善点等について議論している。参加対象は、各研究分野担当教員、研究医長、大学院生と

している。本学では教育に関する FD 以外にも、教員の資質向上を目指した様々な取組みを

FD として認定している。 

その他、各授業において教育評価シートの提出を受講学生全員に求め、学生からの要望

を各教員にフィードバックする取り組みを実施している。 

 

２．大学職員の資質向上のための取り組み 

本学では、大学職員の資質向上のための取り組みとして、スタッフ・ディベロップメン

ト（以下、SD）に取り組んでいる。具体的な取り組み実績は次のとおりである。 

「コンプライアンス研修」 

対象者：全教職員 

内容： 

・ 医科大学・医療現場におけるコンプライアンス（講師：本学顧問弁護士） 

・ 臨床研究、再生医療を進めるにあたってのコンプライアンス（講師：本学教員） 

「目標チャレンジ制度被考課者セミナー」 

対象者：一般職被考課者 
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内容：  

   ・ 本学の目標チャレンジ制度について（目的とねらい） 

   ・ 大学運営における目標管理制度 DVD 視聴 

   ・ 被考課者の目標設定ポイント 

   ・ 制度プロセスと考課者とのコミュニケーション 

「能力強化研修」 

対象者：正職員・嘱託職員 

内容：ロジカルシンキング等 

 

以上 
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医学研究科医科学専攻（修士課程）の 3つのポリシー 

 

アドミッション・ポリシー 

本課程は、医学部医学科以外の出身者を対象に、医学に関連する生命科学の基礎並びに

先端医療に関する専門教育を行うことにより、それぞれの出身領域の知識を医療の場へと

有機的に結びつけることのできる、これからの医学研究・医療を支える人材を育成するこ

とを理念としている。本課程の理念を理解し、ディプロマ・ポリシーを達成するために、

アドミッション・ポリシーとして次のような学生を求める。 

【求める学生像】 

1. 他分野の専門知識を多様な医学・医療関連分野で応用しようとする熱意のある人 

2. 高度専門職業人として医学・医療関連分野で活躍する意欲のある人 

  3. 大学卒業程度の知識を有し、自らの学修成果をもって、人類の健康増進と福祉の向

上に寄与するとともに、地域社会に貢献する意思のある人 

 

求める学生像に沿った学生を選抜し、カリキュラム・ポリシーに定める課程を修了可能

な能力を有しているかを評価するために、入学者選抜の基本方針を次のとおりとする。 

【入学者選抜の基本方針】 

1. 面接試験により、医学に関連する生命科学に深い関心を持ち、強い熱意、真摯な姿

勢を評価する。 

2. 外国語（英語）試験により、履修を進めるにあたり、情報収集や研究発表に必要な

英語能力を評価する。 

3. 専門科目試験により、志望する研究分野における科目の履修に必要な生命科学や統

計学等の大学卒業程度の基礎的知識と素養を評価する。 

 

カリキュラム・ポリシー 

医学研究科修士課程では、医学部医学科以外で様々な学問を修得してきた学生が入学し

てくることから、「学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）」に基づき、学生が修

得しなければならない以下の教育課程を編成する。 

1．共通科目 

（大学院総合講義） 

研究を進めるにあたって必要な知識を修得するとともに、著名な研究者の講演から、

研究に対する姿勢を学ぶ。 

（医科学概論） 

医学に関連する生命科学分野及び臨床医学の基礎的知識を、バランスよく学修する。 

（医学英語） 

キャリアを形成するために必要な医学英語およびメディカルコミュニケーションに関



資料１ 

する基礎的知識を、バランスよく学修する。 

2．専門科目 

（講義科目） 

入学時に自らが選択した先端医科学、ゲノム医科学、医用工学の 3 つの各分野に設定

された科目を履修し、多様化する医療ニーズに応えるために必要な専門的知識、技能を

修得する。 

（特別研究科目） 

自らの専門領域において、演習、研究・論文作成指導を受けることにより、基礎的な

医科学研究を遂行するに足りる科学的分析能力と問題解決力を修得する。 

 

 

ディプロマ・ポリシー 

関西医科大学大学院医学研究科医科学専攻修士課程を修了し、先端医科学分野、ゲノ

ム医科学分野、医用工学分野の各分野に定める、以下の教育目標を全て満たしたと認め

られる者に修士（医科学）の学位を授与する。 

【先端医科学分野】 

1．幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけている。 

2．高次生命現象を理解し医学研究・医療現場に活用するために必要な専門的知識と

技能がある。 

3．自らの専門領域において、研究活動を行うのに必要な科学的分析能力と問題解決

力がある。 

【ゲノム医科学分野】 

1．幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけている。 

2．ゲノム情報を医学研究・医療現場に活用するために必要な専門的知識と技能があ

る。 

3．自らの専門領域において、研究活動を行うのに必要な科学的分析能力と問題解決

力がある。 

【医用工学分野】 

1．幅広い医学の基礎知識と、高い倫理観を身につけている。 

2．医療介護分野のニーズに応えるために必要な専門的知識と技能がある。 

3．自らの専門領域において、研究活動を行うのに必要な科学的分析能力と問題解決

力がある。 

 



○関西医科大学就業規則

この就業規則は、労働基準法の定めるところにより、かつ、関西医科大学の社会的使命に

基づき、学内の秩序を維持し業務の円滑な運営をはかるため、職員の服務する規律と待遇に

関する基準及びその他必要な事項を定めるものである。 

関西医科大学は、次の19部署を綜合し、以下大学と略称する。 

１ 医学部 ２ 看護学部 ３ 附属病院 ４ 総合医療センター ５ 香里病院 

６ くずは病院 ７ 天満橋総合クリニック ８ 附属生命医学研究所 ９ 附属図

書館 10 附属看護専門学校 11 法人事務局 12 大学情報センター 13 卒後臨

床研修センター 14 医療安全管理センター 15 物流センター 16 地域医療セン

ター 17 診療情報分析センター 18 感染制御管理センター 19 リハビリテーシ

ョン学部設置準備室 

１ 総則 

１―１ 職員の就業は、この規則及びこの規則に基づいて定められる就業細則による。職員

でない従業員には、下記の各章節を除いた部分を適用し、除いた部分は別の定めによる。 

２ 人事、３―５ 居住制限、３―６ 私事旅行、４―10 年次有給休暇、５ 給与、

６ 表彰及び制裁、８ 災害補償 

１―１―１ くずは病院及び天満橋総合クリニックに勤務する職員の就業規則は別に定め

る。 

１―２―１ この規則で職員とは、２―１の各項により正規の手続を経て採用された者をい

い、下記の１に該当するものを除く。 

a）非常勤講師 

b）非常勤の嘱託 

c）研究医員 

d）日々又は臨時に雇入れた者 

１―２―２ 研究医員が臨時医員として学内出向する期間中は、この規則を準用する。 

１―３ この規則で管理の地位にあるものとは、 

（教育関係） 学長、講座主任、学科目主任、研究所長、図書館長、事務部長、次長、課

長 

（診療関係） 病院長、副病院長、部長、副部長、診療科科長、次長、課長 

（臨床関係） 准教授及び講師（講座講師選考内規に基づき任用された医師に限る）。た

だし、病院を本務とする者に限る。 
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（法人・法人事務局関係） 局長、看護専門学校長、部長、室長、事務長、次長、課長 

並びに以上各職の代理、補佐若しくは待遇の職にあるものをいう。 

１―４ 職員は、この規則及びその他の諸規則を守り、上長の指示に従い、職場秩序を維持

し、相互に人格を尊重し、協力してその職責をはたさなければならない。 

１―５ 大学は、職員の国籍、性別、信条又は社会的身分を理由に、賃金その他の労働条件

について不利益な取扱をすることはない。 

１―６ 職員は、実働時間中に、公民としての権利又は義務の遂行、あるいは公の職務の執

行のために必要な時間を請求することができる。ただし、そのことが他の日時でも妨げの

ない場合は、大学は請求された日時を変更して承認することがある。 

１―７ この規則の中で、法令又は労働協約の定めに抵触する事項及びこの規則に定めのな

い事項は、法令又は労働協約の定めるところに従う。 

１―８ この規則で、勤務時間、実働時間、直属長、勤続期間とは次のことをいう。 

１―８―１ 勤務時間…………４に定める始業より終業に至るまでの時間をいう。 

１―８―２ 実働時間…………勤務時間より４に定める休憩の時間を除いた時間をいう。４

に定める超過勤務時間若しくは休日勤務時間は実働時間に算入する。 

１―８―３ 直属長…………業務上その職員を直接指揮監督する権限を有するものをいう。 

１―８―４ 勤続期間…………採用の日から退職の日までの期間をいう。休職は、特に定め

る場合のほか、勤続期間に通算する。 

１―９ 職員は、常にこの規則及びその他の諸規則を熟知しなければならない。この規則及

びその他の諸規則を知らないことをもつて、違反の責を免れる理由とすることはできない。 

２ 人事 

２―１ 採用 

２―１―１ 大学は、就職を希望する者のうちから、選考又は審査及び健康診断を行つて採

用する。採用が決定した者は、大学が指示する書類を提出しなければならない。 

２―１―２ 大学の職員となることのできる者は、満15歳以上、かつ、満58歳未満若しく

は定年までに５年以上引続き勤務できる者で、次の各号に該当する者でなければならない。

ただし、年齢制限については、大学が特に承認したときはこの限りではない。 

a）健康で業務に堪え得る者 

b）志操堅固な者 

c）義務教育修了以上の学歴を有する者 

２―１―３ 雇傭契約は、採用が決定し所定の手続を終了した日をもつて、成立したものと



する。 

２―１―４ 職員が採用の際に提出した書類の記載事項に異動を生じたときは、直ちに所定

の手続に従つて大学に報告しなければならない。 

２―１―５ 採用が決定した者には、直属長より職務、給与、雇傭期間の定めあるときはそ

の期間、その他必要な事項を明示する。 

２―１―６ 次の期間を試傭期間とし、この期間中に雇傭関係の継続が不適当であることが

明らかなときは、予告することなく解雇することがある。 

試傭期間とは、採用が決定した日より起算し、３カ月後の応当日以後の最も近い１日又

は16日の前日をもつてその終期とする。ただし、試傭期間は６カ月まで延長する場合が

ある。 

２―１―７ 試傭期間は、勤続期間に通算する。 

２―２ 転勤、任用等 

２―２―１ 大学は、必要あるときは、転勤、出向、長期出張、あるいは職務又は職場の変

更及び他の業務への応援を命ずる。 

２―２―２ 大学は、必要あるときは、役職に任命し、あるいは役職から解任する。 

２―３ 休職 

２―３―１ 大学は、職員が次の各項の１に該当するときは、下記に定める期間又は下記に

定めのないときはその事由を勘案し期間を定めて、休職を命ずる。また、必要を認めると

きは、その期間を延長する。 

２―３―２ 

a）業務外の傷病による欠勤（私傷病による欠勤）のため、下記の表の欠勤期間を経過

してなお勤務できないとき。 

勤続年数 欠勤期間 

（月数） 

休職期間 

（月数） 

試傭期間中 0 0 

1年未満 1 3 

1年以上～3年未満 2 6 

3年以上～5年未満 3 12 

5年以上～10年未満 4 15 

10年以上～15年未満 5 20 

15年以上～ 6 24 



精神疾患による場合は、休職期間を上表記載の月数の1.5倍（１カ月未満は切捨）と

する。ただし、24カ月をもつて最長の限度とする。 

結核による場合は、同じく上表記載の月数の２倍とする。ただし、36カ月をもつて

最長の限度とする。 

b）前号の表に掲げる欠勤期間の月数に等しい期間において、出勤率が25％以下である

場合には、その事由を調査の上、休職を命ずることがある。 

c）前々号の表に掲げる欠勤期間における給与の支給については、関西医科大学給与規

程に定めるところによる。 

d）同一又は類似の事由により、a）による欠勤を複数回繰り返す場合で、前後の欠勤

の間の復帰期間が１年に満たない場合は、最初の欠勤以降のすべての欠勤期間を通算

する。 

e）休職について、全号を適用する。なお、この場合前号の「欠勤」は「休職」と読み

替えるものとする。 

f）前２号の期間の計算について、１カ月を下回る日数が発生する場合は、１カ月を30

日として計算する。 

２―３―３ 大学の許可により、職員が、修士（看護学）の学位又は助産師の資格を取得す

るための学校に進学し、就業できないとき。 

２―３―４ 大学の許可により、長期間を要する研究あるいは学外の業務（労働組合専従を

含む。）に従うとき。 

２―３―５ 公職に就任し、業務に従うことができないと認められたとき。 

２―３―６ 刑事事件について起訴され、相当期間にわたり就業が不適当と認められたとき。 

２―３―７ やむを得ぬ業務上の都合により、執務を要しないとき。 

２―４ 復職 

２―４―１ ２―３の各項により休職を命ぜられた職員が休職期間を満了したとき、又は休

職の必要がなくなつたときは、大学は適当と認める場合において復職を命ずる。 

２―４―２ ２―３―１及び２―３―２により休職を命ぜられた職員が休職期間を満了し

たとき、あるいは休職期間満了前に復職を申し出るときは、医師の診断書を提出しなけれ

ばならない。 

２―４―３ 復職は、次の基準により行う。 

a）原則として旧職務に復帰させる。 

b）旧職務に復帰できないときは、他の職務に配置する。 



c）他の職務に配置することが不可能のときは、業務上の都合による休業として取扱う。 

２―４―４ 休職期間を満了した職員がなお復職できない状態にあるときは、退職するもの

とする。 

２―５ 再雇用特別措置 

２―５―１ 大学は附属の病院に勤務する勤続２年以上の看護職員（助産師・看護師）で、

その退職の際に再び本学に就職することを希望し、大学がこれを認めた者については、再

雇用にあたつて特別の配慮をするものとする。 

２―５―２ 再雇用特別措置の適用をうけて職員となることのできる者は、満40歳未満で、

かつ、病棟で三交替又は二交替勤務ができる健康な助産師及び看護師でなければならない。 

２―６ 定年 

２―６―１ 職員は、満63歳をもつて定年とし、定年に達した日をもつて退職するものと

する。 

２―６―２ 大学は、定年退職したものとの間に、次の各号により、１年を限度とする雇傭

契約を結ぶことがある。 

この契約は、更新することができる。 

a）身分を嘱託とし、雇傭期限を定める。 

b）職務、職種を変更することがある。 

c）給与が変更される。 

２―６―３ 管理職にあるものの定年は、別に定める。 

管理職にあるものが、職員の定年を超えた後に管理職を解任された場合は、解任された

日の属する月の翌月同日をもつて定年に達したものとする。 

２―６―４ 定年に達した職員に対する高年齢者継続雇用（再雇用）制度については別に定

める。 

２―７ 解雇及び解雇制限 

２―７―１ 大学は、職員が次の各号の１に該当するときは、30日前に予告するか、又は

30日分の平均賃金を支給して解雇する。 

a）心身虚弱その他の理由によつて、業務に堪え得ないと認めたとき。 

b）勤務成績が著しく不良のとき。 

c）やむを得ぬ業務上の都合によるとき。 

d）業務上の傷害、疾病による療養の期間が３年を超えてもなお治癒せず、打切補償を

支給したとき。 



e）その他前各号に準ずるやむを得ぬ理由があるとき。 

２―７―２ 次の各号の１に該当するときは解雇することはない。 

a）業務上の傷害、疾病により療養をする期間（ただし、打切補償を行つたものはこの

限りでない。） 

b）前号による療養終了後の30日間 

c）産前・産後休暇の期間及びその後の30日間 

２―８ 退職 

２―８―１ 職員が次の各号の１に該当するときは、退職するものとする。 

a）死亡したとき。 

b）定年に達したとき。 

c）２―９による退職手続を完了したとき。 

d）定められた雇傭期間が満了したとき。 

e）２―４―４によるとき。 

２―９ 退職手続 

２―９―１ 職員が退職しようとするときは、退職しようとする日のすくなくとも14日前

に、大学に退職願を提出し、大学の承認を得なければならない。ただし、大学がやむを得

ない事情があると認めたときは、この期間を短縮して承認することがある。 

２―10 退職・解雇に関する処理事項 

職員が退職し又は解雇された場合は、次の各号の処理をなすものとする。 

２―10―１ 退職者又は被解雇者が処理すべき事項 

a）後任者又は大学の指示するものに、必要な事項を引継がねばならない。 

b）大学から貸与された被服、職員証、その他の貸与物品及び日本私立学校振興・共済

事業団加入者証を遅滞なく返還しなければならない。 

c）大学から貸与されるなどして保管する個人情報に関する媒体や資料等一切を退職時

に返還しなければならない。 

d）大学に対し債務を負うときは、退職の日までに弁済しなければならない。 

２―10―２ 大学が処理する事項 

a）大学は、職員の権利に属するすべての金品を、争いのある部分を除いて、遅滞なく

これを本人に返還する。 

権利者が請求した場合は、請求の日から７日以内に返還する。 

b）大学は、本人が使用証明書の交付を申し出たときは、遅滞なくこれを交付する。 



３ 服務規律 

３―１ 通則 

職員は、次の各項を守らなければならない。 

３―１―１ この規則及びその他大学が定める諸規則を守ること。 

３―１―２ 職務は直属長の指示により行うこと。 

３―１―３ 常に職場内の融和を保ち、職場間の協力に努めること。 

３―１―４ 大学の名誉を重んじ、職員の品位を保つこと。 

３―１―５ 勤務上知り得た秘密事項を他に洩らさぬこと。 

３―１―６ 業務上知り得た個人情報を漏洩し、若しくは不正な目的に使用してはならない。

大学を退職した後も同様とする。 

３―１―７ 業務は誠実、丁寧、迅速に行うこと。 

３―１―８ 諸設備、機械器具、貸与品等の取扱に注意し、諸材料、消耗品等の節約に努め

ること。 

３―１―９ 職務の処理方法に定めがあるときは、それに従うこと。 

３―１―10 職員は、ハラスメントを行つてはならない。 

３―１―11 ハラスメントの防止に関し必要な事項は別に定める。 

３―２ 入退場 

次の各項の１に当る場合は、職場への入場を禁じ、又は退場させる。 

３―２―１ 風紀秩序を乱す等の行為により他人に迷惑を及ぼす者又はそのおそれのある

者 

３―２―２ 業務上必要でない火器、刀剣、その他危険物を所持する者 

３―２―３ 出勤停止中の者 

３―２―４ 衛生上その行動を制限する必要のある者 

３―３ 勤務中の行動 

３―３―１ 職員は、実働時間中は定められた業務に専念し、許可なく業務に関係のない行

為をしてはならない。 

３―３―２ 職員は、大学内において掲示をし、又は勤務時間中に業務外の文書の配布又は

放送、集会をしようとするときは、あらかじめ当該部署長の許可を受けなければならない。 

３―３―３ 職員は、故意又は過失によつて大学に損害を与えたときは、その損害を賠償し

なければならない。ただし、過失によるときは、その情状を酌量し、賠償を減免すること

がある。 



３―３―４ 職員は、大学の名誉を傷つけ信用を失墜させる行為をしてはならない。 

３―３―５ 職員は、国会議員、地方議会の議員その他に立候補し、又は公職に就任すると

きは、大学に届出なければならない。 

３―３―６ 職員は、私費又は研究費等により雇傭し、大学内において就業させるときは、

大学に届出なければならない。 

３―４ 願出・届出の要領 

３―４―１ 願出又は届出をなすときは、大学所定の用紙又は様式により行い、直属長を経

由しなければならない。 

３―４―２ 願出・届出の用紙・様式は、これを附則に定める。 

３―５ 居住制限 

３―５―１ 大学は、業務の都合により、一定地域内又は宿舎に居住を命ずることがある。 

３―６ 私事旅行 

３―６―１ 職員が３日以上にわたつて居住地を離れるときは、あらかじめ行先の大要、所

要日数、連絡先、連絡方法を明確にしておかなければならない。 

４ 勤務 

４―１ 通常勤務 

４―１―１ 通常勤務に服する職種には、１カ月単位の変形労働時間を採用し、職員の１週

間の所定労働時間は、年度当初４月１日を起算日として１カ月以内の一定の期間を平均し

て、１週間当たり40時間以内とする。 

a）職員の１日の勤務時間は８時間10分とし、うち休憩時間を55分とする。ただし、１

週間のうち特定の１日においては勤務時間を４時間とし、休憩時間を設けない。 

この項にいう特定の１日とは、原則としてこの規則４―６―１a）に定める休日の前日と

する。 

４―１―２ 始業、終業及び休憩の時刻は、原則として次のとおりとする。ただし、季節又

は業務の都合により、実働時間７時間15分（ただし、前項にいう特定の日においては４

時間）を変更しない範囲で、始業、終業の時刻を変更し、又は休憩時間に時差を設けるこ

とがある。 

a）始業 ９時 

b）終業 17時10分（ただし、前項にいう特定の日においては13時） 

c）休憩 12時５分から13時まで（食事時間を含む。）。ただし、勤務時間が４時間の

ときは除く。 



始業、終業の時刻を変更する職種並びにその時刻は、これを就業細則に定める。 

４―１―３ 大学は、１カ月以内の一定の期間を平均して１週の実働時間を38時間15分を

超えない範囲で、特定の日において７時間15分（ただし、前々項にいう特定の日におい

ては４時間）を超え、又は特定の週において38時間15分を超えて勤務させることがある。 

４―２ 交替勤務 

４―２―１ 大学は、職種又は職務の内容により２又は３交替制勤務、24時間交替制勤務

を命ずることがある。 

４―２―２ ２又は３交替制勤務に服する職種には、４週間単位の変形労働時間を採用し、

職員の１週間の所定労働時間は、年度当初４月の第１日曜日を起算日として４週間ごとに

平均して、１週間当たり40時間以内とする。 

a）交替勤務者の１日の勤務時間は、原則として８時間10分とし、うち休憩時間を50

分とする。 

４―２―３ 24時間交替制勤務に服するとき、大学が監視又は断続的労働として法令に定

める手続を経ているときは、２日間勤務したものとする。 

４―２―４ 交替制勤務に服する職種並びにその始業、終業の時刻は、これを就業細則にお

いて定める。 

４―３ 休憩 

４―３―１ 職員は休憩時間を自由に利用することができる。 

４―４ 育児時間 

４―４―１ 生後１年未満の乳児を育てる女子職員は、あらかじめ届け出た場合は、所定の

休憩時間のほかに１日につき２回、１回30分の育児時間を受けることができる。ただし、

この規則４―１―１にいう特定の日においては１回とする。 

４―５ 出勤・欠勤等の届出 

４―５―１ 職員は、所定の始業時刻までに出勤し、かつ、所定の手続により出勤したこと

を明らかにしなければならない。 

４―５―２ 欠勤、遅刻、早退又は私事外出をするときは、事前に部署長に届け出ておかな

ければならない。規定の様式による届出ができないときは、電話その他の方法で直属長に

連絡しておき、事後速やかに正規の届出をしなければならない。 

４―５―３ 私傷病による欠勤は、１週間以上の療養期間を記載した医師の診断書を添付し

て欠勤届を提出しなければならない。 

４―５―４ 前項において有給休暇を半日以上残して欠勤届を提出する場合は、診断書によ



る療養期間のうち、少なくとも１週間以上は私傷病による欠勤としなければならない。 

４―５―５ この規則において遅刻・早退・私事外出並びに半日欠勤とは、次のことをいう。 

a）遅刻……所定始業時刻後１時間以内に出勤するとき。 

b）早退……所定終業時刻前２時間以内に退勤するとき。 

c）私事外出……出勤後所定勤務時間内（ただし、休憩時間を除く。）に、私事によつ

て外出し又は勤務に服さなかつた後、所定終業時刻前に勤務に復するとき。 

d）半日欠勤……所定始業時刻後１時間を超え４時間５分以内に出勤するとき、又は所

定終業時刻前２時間を超え４時間５分以内に退勤するとき。 

この項にいう所定終業時刻とは、この規則４―１―２b）ただし書を除く項号本文の時

刻とし、この項b）号及びd）号の規定は、この規則４―１―１にいう特定の日において

勤務時間の全部を勤務したときは、これを適用しない。 

４―６ 休日 

４―６―１ 職員の休日は、次のとおりとする。 

a）日曜日（ただし、変則時間制又は交替制により勤務するときは、週１日の休日を定

める。） 

b）国民の祝日に関する法律に規定する休日 

c）創立記念日（６月30日） 

d）年末年始（12月29日、30日、31日、１月２日及び３日） 

e）第２、第４土曜日又は別に定める週休土曜日 

f）週休２日制施行内規に定める交替制勤務者に付与される休日 

g）その他特に理由があるときは、別に定める。 

４―６―２ 前項b）又はc）に定める休日が、同項a）に定める休日に当るときは、その翌

日を休日とする。 

４―６―３ 第１項c）に定める休日は、同項a）に定める休日に当るときを除き、通常の勤

務日とし、当該年度３月末までに振替休日を設ける。前項による休日となるときも同様と

する。また４―７の休日勤務の規定を適用しない。 

４―６―４ 業務の都合によりやむを得ない場合には、前各項に規定する休日を他の日と振

り替えることがある。ただし、休日は４週間を通じ４日をくだらないものとし、４週間の

起算日は毎年４月の第１月曜日とする。 

４―６―５ 休日のうち、１週間の最後の１回を法定休日とし、法定休日を上回る休日は所

定休日とする。この場合の１週間の起算日は月曜日とする。その週のすべての休日を勤務



した場合は、最後の勤務した日を法定休日とする。 

４―７ 超過勤務及び休日勤務 

４―７―１ 大学は、労働組合と協定した範囲で、職員に所定勤務時間外若しくは休日に勤

務を命ずることがある。ただし、妊産婦の女子職員が請求した場合においては、所定勤務

時間外若しくは休日又は深夜労働の勤務を免除する。 

４―７―２ 災害その他非常の際には前項（ただし書を除く。）の協定にかかわらず、超過

勤務及び休日勤務を命ずることがある。この場合、大学は原則として事前に行政官庁に届

け出るものとし、やむを得ないときは事後直ちに届け出る。 

４―７―３ 超過勤務又は休日勤務した職員には、代替休暇を与えることができるものとす

る。 

４―７―４ 満18歳未満の職員には、１週間の労働時間が38時間15分を超えない限り、１

週間のうち１日の実働時間を４時間以内に短縮する場合は、他の日の実働時間を10時間

まで延長することがある。 

４―８ 日直及び宿直 

４―８―１ 大学は、必要に応じ日直及び宿直を設ける。 

４―８―２ 日直及び宿直の目的、人員及び勤務の要領は、別に定める。 

４―９ 業務出張 

４―９―１ 大学は、業務上必要あるときは、職員に出張を命ずる。 

４―９―２ 出張期間中は、所定時期勤務したものとする。 

４―９―３ 出張を命ぜられた職員は、所定の様式による出張願を速やかに提出し、日程、

経路等の承認を得なければならない。また、出張を終えたときは、遅滞なく業務の報告を

しなければならない。 

４―９―４ この規定による出張旅費は、関西医科大学業務出張旅費規程の定めるところに

よる。 

４―10 年次有給休暇 

４―10―１ 大学は前年度の全期間を在職し実勤務日数（ただし、公務による傷病休業の

期間、産前産後休暇の期間、育児休業の期間、介護休業の期間、年次有給休暇の使用日数

及び特別休暇のうちこの規則４―13の２、３、６、７、８、11、及び12の各項の定めに

よる日数を含む。）が所定の勤務日数の80％以上にあたる職員に対して、当該年度にお

いて継続し又は分割した15日の有給休暇を与える。 

４―10―２ 



a）前年度の全期間を在職し実勤務日数（前項ただし書に同じ。）が所定の勤務日数の

80％に満たない職員に対しては、当該年度において、下記に定める日数に従つて、

継続し又は分割した有給休暇を与える。 

50％を超え80％未満のとき 11日 

50％未満のとき（雇傭関係が存在して全く勤務しないときを含む。） 10日 

b）前年度において採用され、その在職期間が前年度の全期間に満たない職員に対して

は、実勤務日数（前項ただし書に同じ。）と前年度の全期間を在職した場合における

所定勤務日数との割合に応じて、当該年度において、下記に定める日数に従つて、継

続し又は分割した有給休暇を与える。 

80％以上のとき 15日 

50％を超え80％未満のとき 11日 

50％以下のとき 10日 

（ただし、試傭期間中の職員は試傭期間満了後） 

４―10―３ 

a）大学は、前年度末において２年以上在職した職員に対しては、１年を超える在職年

数１年につき、前々項の休暇日数に１日を加算した有給休暇を当該年度に与える。た

だし、総日数は20日をもつて限度とする。 

b）当該年度に勤続６年を迎える７月１日から９月30日までに入職した職員については、

前項の定めにかかわらず、同年度についてのみ２日を加算した有給休暇を与える。 

４―10―４ 当該年度において新たに採用された職員に対しては、下記に定める日数に従

つて有給休暇を与える。 

12月末日までに試傭期間を終えた職員 10日 

４―10―５ ４―10―１～４―10―４の規定による有給休暇を受けることのできる職員が、

その年度内に有給休暇の全部又は一部を受けなかつた場合は、その受けなかつた日数を翌

年度の有給休暇日数に加算する。ただし、１年を超えて繰越すことはない。 

４―10―６ 休職期間中及び私傷病による欠勤期間中は、年次有給休暇を受けることはで

きない。 

４―10―７ ２―３―４及び２―３―５の規定による場合、その他大学が認めたときは、

休職になつた年度に受けることのできる有給休暇（ただし、４―10―５による加算日数

を除く。）の使用残日数に限り、復職の年度に復活せしめる。 

４―10―８ 年次有給休暇は、職員の希望する時季に与える。職員が有給休暇を希望する



ときは、あらかじめ直属長を経て部署長に願出するものとする。大学は、業務上著しい支

障のあるときは、他の時季に振替えて与えることがある。 

４―10―９ 前項の定めにかかわらず、当該年度に与えられた有給休暇のうち下記に該当

する日数については、管理者が職員の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじ

め時季を指定して取得させる。ただし、職員が前項の定めによる有給休暇を取得した場合

においては、当該取得した日数分を下記に該当する日数から控除するものとする。 

４月１日から６月30日までに付与された者 ５日 

７月１日から８月31日までに付与された者 ４日 

９月１日から11月30日までに付与された者 ３日 

12月１日から12月31日までに付与された者 ２日 

12月31日に試傭期間を終え、１月１日に付与された者 ２日 

４―10―10 前項の有給休暇は、１日若しくは半日を単位とする休暇のみを時季指定の対

象とし、時間単位年休は対象外とする。 

４―10―11 前々項の有給休暇は、休職中や産前産後休暇、育児休業等で不就業であつた

者が年度の途中に復帰し、年度末までの労働日が前々項の日数を下回る場合は、時季指定

の対象外とする。 

４―10―12 年次有給休暇は、半日を単位として受けることができる。 

４―10―13 年次有給休暇が、４―１―１にいう勤務時間が４時間である特定の１日に当

たるときは、年次有給休暇の日数計算においては２分の１日として取扱う。 

４―10―14 年次有給休暇のうち１年について５日を限度として、次により時間単位の年

次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。 

a）時間単位年休における１日又は勤務１回の時間数は次のとおりとする。 

通常勤務者（交替勤務者を含む）……８時間 

ただし、２交替制16時間勤務者及び24時間監視断業務勤務者は勤務１回につき２

日分16時間とする。 

b）取得できる時間単位年休の単位時間は１時間とする。 

c）時間単位年休を希望するときは、あらかじめ直属長を経て部署長に願出するものと

する。大学は、業務上著しい支障のあるときは、他の時季に振替えて与えることがあ

る。 

４―10―15 この規則に定める休日は、年次有給休暇に含めない。 

４―11 生理休暇 



４―11―１ 大学は、生理日の就業が著しく困難な女子職員が請求するときは、生理休暇

を与える。 

４―12 産前産後休暇 

４―12―１ 大学は、女子職員が６週間（多胎妊娠の場合にあつては、14週間）以内に出

産する予定であるとの医師又は助産師の証明書を添えて請求したとき、及び産後８週間は、

休暇を与える。 

４―12―２ 産後６週間を経過した女子職員が請求した場合には、医師が支障がないと認

めた業務に就かせることがある。 

４―12―３ 前々項の産前休暇において、出産日が出産予定日より早いときは、出産日の

翌日から出産予定日までの期間を、前々項の産後休暇に加算して産後休暇とする。 

４―13 特別休暇 

４―13―１ 大学は、下記に定める場合それぞれの期間の特別休暇を与える。特別休暇を

受けようとするときは、所定の様式による願出をしなければならない。 

期間の計算は、別に定めがある場合を除き、その事因の発生が、出勤前の時刻に属する

ときは当日より、出勤後の時刻に属するときはその翌日より起算する。 

４―13―２ 

a）職員が結婚するとき ５日 

日数は労働日でなく暦日をもつて計算し、連続期間とする。従つて休日と重なつた

ときは休暇として日数に算入する。 

b）職員の配偶者が出産したとき ２日 

出産日当日より２週間以内の、継続し又は分割した２日とする。 

４―13―３ 

a）配偶者、実養父母又は実養子の喪に服するとき ５日 

b）配偶者の実養父母の喪に服するとき ３日 

c）実養祖父母、兄弟姉妹又は同居の孫の喪に服するとき ２日 

d）孫又は配偶者の兄弟姉妹の喪に服するとき １日 

e）a）～d）以外の三親等以内の血族 

又は二親等以内の姻族の喪に服するとき １日 

f）a）～e）以外の同居の親族の喪に服するとき １日 

g）a）～f）により喪に服する職員が喪主である場合にはa）のとき２日、b）～f）のと

き１日をそれぞれ上記日数に加算する。 



h）a）～f）について、日数は労働日でなく暦日をもつて計算し、連続期間とする。従

つて休日と重なつたときは休暇として日数に算入する。また、事因の発生が休日又は

夜勤明け若しくは宿直明けの日の場合は、その発生が午前９時より前の時刻に属する

時は当日より、午前９時以降の時刻に属する時はその翌日より起算する。 

４―13―４ 天災地変その他により罹災したとき：大学が必要と認めた期間 

４―13―５ 伝染病、流行病等により、大学又は公的機関によつて出勤を停止された場合、

若しくは交通機関のストライキ等により交通を遮断されたとき：大学が必要と認めた期間 

４―13―６ 大学から表彰され褒賞休暇を受けたとき：大学が指定した期間 

４―13―７ 居住地の市区町村が指定した衛生掃除日：当日 

４―13―８ 夏季休暇 

a）６月末日に在籍する職員 

当該年度の７月１日から９月30日までの間において継続し若しくは分割した ６日 

b）７月１日以降７月末日までに入職した職員 

当該年度の７月１日から９月30日までの間において ４日 

大学は業務上著しい支障のあるときは願出のあつた日を、夏季休暇を与える期間内の他

の日に、振替えて与えることがある。また、事情があるときは上長の許可を得て、前a）、

b）の規定にかかわらず10月31日まで取得することができるものとする。 

４―13―９ 夏季休暇は、半日を単位として受けることができる。 

４―13―10 夏季休暇が、４―１―１にいう勤務時間が４時間である特定の１日にあたる

ときは、夏季休暇の日数計算においては２分の１日として取扱う。 

４―13―11 大学から勤続表彰されたとき：大学が指定した期間 

４―13―12 ４週８休制勤務の看護職員に対し、毎年４月29日から５月５日までの期間在

籍していることを条件に、ゴールデンウィーク休暇を１日与える。 

４―13―13 その他、大学が特に必要と認めたとき：大学が指定した期間 

４―14 代替休暇 

４―14―１ ４―７による超過勤務が１カ月60時間を超えたときには、次の基準により代

替休暇を与えるものとする。 

a）代替休暇の単位は、１日（７時間15分）、半日（４時間）とし、１時間単位での取

得をも妨げない。その取得単位時間数は次により算定する。 

取得単位時間数＝（１カ月の超過勤務時間数－60時間）×0.25 

b）取得単位時間数に４―10―14の時間単位の年次有給休暇と合算して１日又は半日と



して取得できるものとする。 

c）代替休暇を取得できる期間は、直前の賃金締切日の翌日から起算して翌月の賃金締

切日までの２カ月間とする。 

d）代替休暇を希望するときは、１カ月（賃金計算期間）の超過勤務時間数が60時間を

超えたことが確定した日（当該賃金計算期間における締切日）の翌日から原則として

３日以内に、前号の期間中の特定の日を指定して、所定の様式により部署長に願出を

しなければならない。 

e）前号の願出がない者については割増賃金による清算を選択したものとみなし、当該

賃金計算期間に係る代替休暇を取得することはできない。 

f）期限までにd）の届出がなかつた者が、c）の期間内の日を指定して代替休暇取得を

申し出た場合は、前号の定めにかかわらず原則としてこれを認め、既に割増賃金が支

払われた場合には直近の給料計算期間の給料で相当額を返還するものとする。 

４―15 休日・休暇の重複 

４―15―１ ４―６―１a）に定める休日と４―６―１の他の号に定める休日とが重なると

きは、４―６―２に定める場合のほかa）に定める以外の休日は消滅するものとする。ま

た、４―６―２に定める休日と４―６―１に定める休日とが重なるときは、４―６―２に

定める以外の休日は消滅するものとする。また、４―６―１e）に定める休日と、４―６

―１a）を除く他の号の休日とが重なるときは、４―６―１e）の休日は消滅する。 

４―15―２ ４―６―１及び４―６―２に定める休日とこの規則に定める休暇（ただし、

年次有給休暇を除く。）とが重なるときは休暇とする。 

４―16 育児休業 

４―16―１ 大学は満１歳に満たない子を養育する職員から休業申出があつたときは、別

に定めるところにより当該職員を育児休業させる。 

４―17 介護休業 

４―17―１ 大学は家族の介護のため一時的に就業できない職員から休業申出があつたと

きは、別に定めるところにより当該職員を介護休業させる。 

４―18 母性保護 

４―18―１ 大学は妊娠中及び出産後の女性職員の母性健康管理上の必要な措置について

職員から申出があるときは、別に定めるところにより当該職員に必要な措置を受けさせる。 

５ 給与 

５―１ 職員の給与は、すべて労働の対償として支払う。 



５―２ 大学の承認なくして勤務しない職員に対しては、その勤務しない部分について給与

を減額し、あるいは全く支払わない。 

５―３ 職員の給与に関する必要な事項は、別に定める関西医科大学給与規程による。 

６ 表彰及び制裁 

６―１ 表彰 

６―１―１ 大学は、次の基準により、適時職員の表彰を行う。 

a）永年誠実に勤務し、大学に顕著な貢献をしたもの 

b）発明、発見あるいは社会に有益な業績等、大学及び職員の名誉となる行為のあつた

もの 

c）業務上有益な工夫、改善、提案等をなしたもの 

d）火災その他の災害を未然に又は速やかに防止し、若しくは非常災害の際に特に功労

があつたもの 

e）前各号のほか、特に功績があり、職員の模範となるもの 

６―１―２ 表彰は、次の方法又はその組合せにより行う。 

a）表彰状の贈与 

b）褒賞品又は褒賞金の贈与 

c）褒賞休暇の付与 

d）特別昇給 

６―２ 制裁 

６―２―１ 大学は、事業の運営又は学内秩序の維持を阻害し、大学の名誉を傷つけ、若し

くは大学の不利益となる行為をなした職員に対し、６―４に定める手続を経て制裁する。

ただし、その情状によつては制裁の程度を軽減し、あるいは制裁しないことがある。 

６―２―２ 制裁は、譴責、減給、出勤停止、降格、諭旨退職及び懲戒解雇の６種とする。

制裁の処置が決定したときは、大学は文書をもつて当該職員に告知する。 

６―２―３ 制裁の内容は、次のとおりとする。 

a）譴責とは、始末書を提出せしめ、将来を戒める。 

b）減給とは、始末書を提出せしめ、１回について平均賃金の１日分の２分の１を超え

ない範囲において、給与を減額する。ただし、その総額が当該給与支払期の給与総額

の10分の１を超えることはない。 

c）出勤停止とは、始末書を提出せしめ、１回について１ケ月を超えない範囲で出勤を

停止し、その期間の給与は支払わない。この期間には年次有給休暇を使用することは



できない。 

d）降格とは、始末書を提出せしめ、任用されている資格並びに職位を降下させる。 

e）諭旨退職とは、始末書を提出せしめ、将来を戒めて退職させる。退職しない場合は

解雇する。 

f）懲戒解雇とは、即時に解雇する。退職金は支払わない。ただし、事情によつて退職

金を減額して支払うことがある。行政官庁の認定を得たときは、解雇の予告をせず、

あるいは予告手当を支払わない。 

６―３ 制裁の対象事項 

６―３―１ 職員が、下記各項の各号の１に該当するときは、これを制裁する。 

６―３―２ 服務上の制裁事項 

a）故意又は過失により、業務上重大な失態があつたとき。 

b）故意に業務の阻害を図つたとき。 

c）正当な理由がなく就業（時間外、日直、宿直、呼出及び休日の勤務を含む。）を拒

んだとき。 

d）無断欠勤14日以上にわたつたとき又は出勤が常ならないとき。 

e）勤務時間中、許可なく自己の職務以外のことを行つたとき。 

f）入学試験に関連する業務遂行上、過失があつたとき。 

g）過失により医療事故を起こしたとき。 

h）前各号のほか、著しく自己の職務を怠り、誠実に勤務しないとき。 

i）この規則及びこの規則以外の大学の定める諸規則に従わないとき。 

６―３―３ 秩序保持上の制裁事項 

a）職務上の命令に従わないとき。 

b）自己の権限を著しく超えた独断の行為のあつたとき。 

c）採用に際し重要な経歴を詐称し又は虚偽の書類を提出したとき。 

d）大学以外の業務に従事し、自己の職務上重大な失態があつたとき。 

e）学内の秩序を乱すおそれのある流言蜚語を行つたとき。 

f）ハラスメントとなり得る言動や行動を行つたとき。 

g）故意又は過失により、大学の保有する個人情報を漏洩し、若しくは個人情報に関す

る媒体・資料等を紛失したとき。 

h）大学施設内において、許可なく集会、演説、放送、あるいは文書の配布、貼付、掲

示等その他これに類する行為をなしたとき。 



i）故意に大学の掲示を汚損、改変、抹消又は破棄したとき。 

j）故意に他の職員の業務を妨害し、若しくはその能率を低下させ又はさせようとした

とき。 

k）制裁に処せられたにもかかわらず、始末書を提出しない等、制裁に服する意思が認

められないとき。 

l）前各号のほか、学内の規律若しくは風紀を乱す行為のあつたとき。 

６―３―４ 大学財産尊重上の制裁事項 

a）故意又は過失により、大学の建造物、設備、機械、器具、図書、その他の物品を損

壊、滅失し又は許可なくして設置変更したとき、若しくは重大な災害事故を発生させ

たとき。 

b）火災、水害その他非常災害が発生し又はそのおそれある場合、これに対する罹災防

止の努力を怠つたとき。 

c）大学の所有物を私服し、若しくは自己又は他人のための私用に供したとき。 

d）故意又は過失により、大学の正当な債権を滅失又は減少させ、あるいはその行使を

不能若しくは遅延させたとき。 

６―３―５ 不利益行為禁止の制裁事項 

a）大学の機密を洩らしたとき。 

b）不正の行為により利益を得、あるいは得させたとき。 

c）大学の名義を濫用し、若しくは職位を利用して私利を得たとき。 

d）大学の名誉又は信用を傷つけ、あるいはそのおそれのある行為をなしたとき。 

６―４ 表彰委員会・制裁委員会 

６―４―１ 職員を表彰又は制裁すべき事由のあるときは、所属部署長の具申により、大学

は、表彰委員会又は制裁委員会を構成してこれを審議させ、その答申を考慮して表彰又は

制裁を行う。ただし、制裁の対象事項が入学試験に関連する場合は、制裁委員会の開催を

省略し事案発生後、直ちに学長又は学校長が調査委員会を開催し、関係者に対する処分を

審議・決定のうえ、理事長あてに制裁の内容を答申することができるものとする。その場

合の調査委員会の構成及び事務局は別に定める。 

６―４―２ 表彰委員会・制裁委員会は、慎重、かつ、公正に判断し、委員会の審議経過及

び意見を、文書をもつて大学に答申するものとする。 

６―４―３ 表彰委員会の構成は、必要に応じ大学がこれを定める。 

６―４―４ 制裁委員会の構成は、次のとおりとする。 



人事担当理事 

具申者又はその代理者 

当該職員の上司たる管理責任者 

当該職員の直属長 

人事部長 

その都度大学の指名する委員 ３名 

合計 ８名 

人事担当理事を議長とする。 

６―４―５ 大学が組合員たる職員に関する事案について制裁委員会を構成するときは、そ

の必要な理由を労働組合に通報し、組合が希望するときは３名以内の組合代表の参加を認

める。 

６―４―６ 制裁委員会は、審議過程において、すくなくとも１回、当該職員に弁明の機会

を与えなければならない。また、必要により参考人の意見を聴くことができる。 

６―４―７ 表彰委員会・制裁委員会の出席者は、委員会において知り得た事項を他に洩ら

してはならない。 

６―４―８ 制裁の処分を受けた職員は、以後その制裁の故をもつて差別を受けることはな

い。 

７ 安全及び衛生 

７―１ 安全及び衛生の主旨 

７―１―１ 大学は、職員が常に健康で安全に業務を遂行できる措置を講ずると共に、その

向上に努める。 

７―１―２ 職員は、この規則及び安全管理者、衛生管理者その他安全又は衛生に関する担

当者の指示に従うと共に、進んで危害防止、保健衛生に注意し、その向上に努力しなけれ

ばならない。 

７―１―３ この規則に定めのない事項については、労働基準法、労働安全衛生法、労働安

全衛生規則その他の法令の定めるところによる。 

７―２ 安全管理者・衛生管理者 

７―２―１ 大学は、各部署ごとに安全管理者及び衛生管理者を任命する。ただし、１地域

に２以上の部署が隣接しているときは、その地域全般を管理者の１所管範囲とすることが

ある。 

７―３ 安全担当者 



７―３―１ 危険防止の事項を担当するために、次の業務については安全担当者をおく。 

a）ボイラーの取扱作業 

b）電気施設の管理及び電工作業 

c）放射線機器の取扱作業 

d）爆発の危険又は引火性を有する薬品等を使用する作業 

７―３―２ 安全担当者は、担当業務について常に災害予防に注意し、災害発生のおそれあ

るときは、直ちに安全管理者及び直属長に連絡すると共に、適切な処置をとらなければな

らない。 

７―４ 非常災害防止規程 

７―４―１ 防火その他非常災害に関する事項については、関西医科大学非常災害防止規程

の定めるところによる。 

７―５ 疾病による就業禁止及び予防措置 

７―５―１ 法定伝染病、精神病又は法令で定める疾病にして、勤務することにより病勢が

著しく悪化するおそれのある職員には就業を禁止する。 

７―５―２ 職員は、同居者あるいは住居の近隣に法定伝染病が発生し、又はその疑のある

ときは、直属長に届け出て適切な予防措置を受けなければならない。 

７―６ 健康管理 

７―６―１ 大学は、次の各号のとおり、健康診断を行う。 

a）採用のとき。 

b）通常の業務に従事するもの年１回以上 

c）特に必要と認める職員に対しては年２回以上 

７―６―２ 炊事・給水に従事するものに対して、すくなくとも月１回の検便を行う。 

７―６―３ 職員は、伝染病予防のために大学が行う措置に協力しなければならない。 

８ 災害補償 

８―１ 通則 

８―１―１ 職員が、業務上負傷し又は疾病に罹り、あるいはこれに起因する障害又は死亡

のときは、この規定により補償を行う。 

８―１―２ 災害補償の種類は、次のとおりとする。 

a）療養補償 

b）休業補償 

c）障害補償 



d）遺族補償 

e）葬祭料 

f）打切補償 

８―１―３ この章で平均賃金とは、平均賃金を計算する必要の発生したときより遡り、最

も近い賃金締切日までの３月間に、その職員に対し支払われた賃金の総額を、その期間の

総日数で除した額をいう。 

８―１―４ 災害補償は、その必要の発生した事故の当日より適用する。 

８―１―５ この規定により補償を受けるべきものが、同一の事由により労働者災害補償保

険法の適用を受ける場合は、その金額の限度までは、補償を行わない。 

８―１―６ 大学は、この規定により補償を行つたときは、同一の事由について、その金額

の限度までは、民法による損害賠償を行わない。 

８―１―７ 業務上の災害が第三者の行為に起因する事故である場合にも、この規定による

補償を行う。 

８―１―８ 補償を受けるべき事故の起因が第三者に関係し、当該第三者からその事故につ

いて損害賠償を受けるときは、その金額の限度までは大学は補償しないことがある。 

８―１―９ この規定によつて補償を受ける権利は、退職によつて変更されることはない。 

８―１―10 補償を受ける権利は、これを第三者に譲渡することはできない。 

８―２ 療養補償 

８―２―１ 職員が業務上負傷し又は疾病に罹つた場合は、大学は必要な医療を行い、又は

必要な療養費を支給する。 

８―２―２ 業務上の疾病及び療養の範囲は、労働基準法施行規則第35条及び第36条によ

る。 

８―２―３ 職員が業務上負傷し又は疾病に罹つたときは、直属長は遅滞なく事故現認書を

大学に提出しなければならない。 

８―２―４ 療養補償は、当該職員の請求により、必要の都度これを支給する。 

８―３ 休業補償 

８―３―１ 業務上の負傷及び疾病による療養のため就業できない職員に対して、平均賃金

の60％を基準とする休業補償を行う。 

８―３―２ 休業補償の支給期日は、毎月の給与支給日とする。 

８―３―３ 業務上の負傷又は疾病が当該職員自身の重大な過失に起因するときは、行政官

庁の認定を受けた場合に限り、休業補償を減額し、あるいは全く支給しないことがある。 



８―４ 障害補償 

８―４―１ 職員が業務上負傷し又は疾病に罹り、治癒したとき、身体に障害がある場合は、

労働基準法及び同法施行規則により障害補償を行う。 

８―４―２ 業務上の負傷又は疾病が当該職員自身の重大な過失に起因するときは、行政官

庁の認定を受けた場合に限り、この規定の障害補償を減額し、あるいは全く支給しないこ

とがある。 

８―５ 遺族補償 

８―５―１ 職員が業務上の事由により死亡したときは、遺族又は死亡当時その収入によつ

て生計を維持していた者に対し、平均賃金の1,000日分の金額を遺族補償金として支給す

る。 

８―６ 葬祭料 

８―６―１ 職員が業務上の事由によつて死亡したときは、葬祭を行う遺族又は葬祭を行う

者に、平均賃金の60日分の金額を葬祭料として支給する。 

８―７ 打切補償 

８―７―１ 療養補償を受ける職員が、療養開始後３年を経過しても、負傷又は疾病が治癒

しない場合は、平均賃金の1,200日分の金額の打切補償を行い、その後は補償を行わない。 

８―７―２ 前項の時期において、以後３カ月以内に治癒する見込みあるときは、療養の期

間を３カ月まで延長することがある。ただし、延長期間を経過してもなお治癒しないとき

は、打切補償を1,110日分とする。 

８―８ 天災による場合の適用 

８―８―１ 職員が、業務遂行中、天災によつて負傷、疾病、障害又は死亡した場合は、事

情調査の上、この規則を適用することがある。 

８―９ 法令による補償費の立替払 

８―９―１ 法令による職員の補償費の給付が長期間を要するときは、当該職員又はその遺

家族の申出により、その金額の限度内で大学が立替払をすることができる。 

９ 教育訓練及び福利厚生 

９―１ 教育訓練 

９―１―１ 大学は、職員の資質の向上を図るため、教育訓練を行う。実施の方針、方法及

び要領については別に定める。 

９―２ 福利厚生 

９―２―１ 大学は、業務上必要ある場合には、職員を大学附設の住宅又は寄宿舎に居住さ



せることがある。 

９―２―２ 附設住宅の使用については、関西医科大学校宅貸与規程の定めるところによる。 

９―２―３ 退職し又は解雇された職員は、直ちに附設住宅から退去しなければならない。

ただし、直ちに退去できない場合は、その理由並びに退去日時を記した退去延期願を大学

に提出し、その許可を受けなければならない。 

９―２―４ 職員又はその親族が、大学附属の病院において診療を受けるときは、関西医科

大学職員、学生等療養内規により、その負担金を減額する。 

９―２―５ 職員及びその親族の結婚、出産、死亡に際しては、関西医科大学慶弔規程の定

めるところにより、それぞれ祝金、弔慰金を贈与する。 

附 則 

１ この規則の施行前に職員となつているものは、この規則により採用されたものとする。 

２ この規則のうち、 

a）２―１―６及び２―１―７は、教育職員、再雇用特別措置適用採用者及び附属の看

護専門学校を卒業し直ちに採用された者について、その適用を除外する。 

b）４―１、４―２、４―３、４―６及び４―７は、管理職者についてその適用を除外

する。ただし、４―６の規定に相当する日数を休日とする。 

３ この規則による願出・届出の様式は、これを末尾に添付する。様式の添付のないものに

ついては別にこれを定める。 

４ この規則の段落区分の呼称は、その頭から、章、節、項及び号とする。 

５ この規則は、昭和43年１月１日から施行する。 

（一部改正経過年月日省略） 

附 則 

この規則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２年７月11日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。ただし、この規則施行の日の前日において

改正前の規定により育児休業中の者については、改正規定による育児休職に読み替えて適用

する。 



附 則 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。ただし、２―３―３の改正規定の適用にあ

たつては、勤続１年以上の看護師で大学の要請により、助産師の資格を取得するための学校

に進学するときは、１年を限度に内地留学として取り扱うことができる。この場合は、資格

取得後復職して勤務を継続することを条件とする。 

附 則 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成７年１月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成８年６月17日から施行する。ただし年次有給休暇に関して改正前の付

与日数については、平成８年４月１日から、改正後の規則に読み替えて適用する。 

附 則 

この規則は、平成８年11月28日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成10年７月７日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。ただし、４―10―３b）については、平成

13年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成11年７月１日から施行する。 



附 則 

この規則は、平成11年10月５日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成15年２月18日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成17年８月３日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成18年１月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成19年１月１日から施行する。ただし、２―３―４の改正規定の適用に

あたつては、勤続１年以上の看護師で大学の要請により、助産師の資格を取得するための学

校に進学するときは、１年を限度に内地留学として取り扱うことができる。この場合は、資

格取得後復職して勤務を継続することを条件とする。 

附 則 

この規則は、平成20年１月１日から施行する。 

６―３―３のf）号に該当する場合の制裁の内容は、セクシュアルハラスメント防止規則

に定める。 

附 則 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 



附 則 

この規則は、平成22年６月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成24年６月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成24年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成24年７月１日から施行、適用する。 

附 則 

この規則は、平成24年12月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成25年12月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成26年６月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成26年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成26年10月16日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 



この規則は、平成28年５月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成29年８月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成31年１月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成31年１月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

２ ２―３―２d）の規定は、この規則の施行日前に欠勤した職員で同日において既に復帰

しているものにかかる再度の欠勤の期間については、適用しない。 

３ この規則の施行日において現に欠勤している職員で同日後に復帰する職員にかかる再

度の欠勤の期間について、２―３―２d）の規定を適用する場合においては、同号中「最

初の欠勤以降のすべての欠勤期間」とあるのは「この規則の施行日以降の欠勤期間」とす

る。 

４ 前２項は２―３―２e）に準用する。 

附 則 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 



○関西医科大学管理職者定年退職内規

１ この内規は、管理職者に関する定年について定めるものとする。 

２ 関西医科大学就業規則（以下「就業規則」という。）第１章第３節にいう管理の地位に

あるものの定年は、次のとおりとする。 

１） 学長、教室主任、研究所長、附属図書館長、病院長、副病院長及び看護専門学校長

の定年は、その本務資格に基づき、別に定められた定年の規定による。 

２） 局長、部長（前号に該当する職位に併任するもの及び助教が診療科部長に任命され

た場合を除く。）及び室長の定年は、満65歳に達した日の年度末をもつて定年退職す

るものとする。 

３） 前号及び第１号に定める管理職以外の管理職（前号各職の代理、補佐もしくは待遇

の職にあるものを含む。）の定年は、就業規則に定める職員の一般定年規定による。た

だし、大学が認めるときは、その定年を２カ年を限度として延期することができる。 

３ 管理職者は、別に定めのある場合を除き、定年に達した日をもつて退職するものとする。 

４ 管理職者が定年に達したとき大学が必要と認める場合には、引続き管理職として大学の

業務に従うことを認めることがある。ただし、この場合の身分は、嘱託とし、期間は管理

職である教育職員については２年２期とし、その他の管理職者については別に定める。 

２ 管理職を嘱託されたものの給与は、関西医科大学給与規程９―１―１の定めにかかわ

らず基本給の90％をもつて嘱託給とする。 

５ 管理職者が就業規則に定める職員の一般定年の年令をこえ、かつ、この内規に定める定

年に達する以前に管理職を解任されたときは、解任の日の属する月の翌月同日をもつて定

年に達したものとして取扱う。 

６ 管理職者が就業規則に定める職員の一般定年の年齢をこえ、この内規に定める定年に達

する以前に退職をする場合は、退職日をもつて定年に達したものとして取り扱うことがで

きる。 

附 則 

この内規は、昭和45年11月１日から施行する。 

附 則 

この内規は、昭和48年８月20日から施行する。 

附 則 

この内規は、昭和51年10月４日から施行する。 

附 則 
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この内規は、昭和53年４月１日から施行する。 

附 則 

この内規は、昭和57年11月１日から施行する。 

附 則 

この内規は、昭和61年４月８日から施行する。 

附 則 

この内規は、平成10年７月27日から施行する。 

附 則 

この内規は、平成19年５月１日から施行する。 

第２項第２号の改正規定の適用は、施行日以降に任用される者に適用し、施行日前に診療

科部長の職位にある助教は、なお従前の内規を適用する。 

 



■　医学研究科医科学専攻修士課程　時間割　（案）

1学期　15週

学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所）

9-10：30

10：40-12：10

13-14：30

統計遺伝学

担当：日笠 他

14：40-16：10 （総合研究施設セミナー室）

医科学概論Ⅰ ゲノム解析学 医学英語

担当：人見 他 担当：日笠 他 担当：蔦 他

16：20-17：50 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室）

医科学概論Ⅱ 臨床病態治療学 大学院
総合講義

担当：服部 担当：長谷 他 担当：人見 他

18-19：30 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （第四講義室）

スポーツ医学

担当：木村・黒瀬

19：40-21：10 （総合研究施設セミナー室）

2学期　13週

学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所）

9-10：30

10：40-12：10

13-14：30

ゲノム医科学 免疫・アレルギー

担当：日笠 他 担当：松田

14：40-16：10 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室）

生命情報
処理学 再生医学
医工学生活支援概
論

創薬科学

担当：日笠 他 担当：人見・服部 担当：長谷 他 担当：小林 他

16：20-17：50 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室）

神経科学 がん生物学 生体計測工学 医科学概論Ⅲ 大学院
総合講義

担当：中村 他 担当：上野 他 担当：北脇 他 担当：中邨 他 担当：人見 他

18-19：30 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （第四講義室）

社会連携医工学

担当：木村

19：40-21：10 （総合研究施設セミナー室）

3学期　7週

学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所） 学年 科目名（場所）

9-10：30

10：40-12：10

13-14：30

ゲノム医科学 免疫・アレルギー

担当：日笠 他 担当：松田

14：40-16：10 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室）

生命情報
処理学 再生医学
医工学生活支援概
論

創薬科学

担当：日笠 他 担当：人見・服部 担当：長谷 他 担当：小林 他

16：20-17：50 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室）

神経科学 がん生物学 生体計測工学 医科学概論Ⅲ

担当：中村 他 担当：上野 他 担当：北脇 他 担当：中邨 他

18-19：30 （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室） （総合研究施設セミナー室）

社会連携医工学

担当：木村

19：40-21：10 （総合研究施設セミナー室）

1

1

1

1

月 火 水 木 金

月 火 水 木 金

1

1

1

1 1

1

1 1

2

1 2

1

月 火 水 木 金

1時限

2時限

3時限

1

2

2

1 1 1

1

1

1

1

1 1

1

1

16時限

7時限

1時限

2時限

3時限

4時限

5時限

6時限

7時限

4時限

5時限

6時限

7時限

1時限

2時限

3時限

4時限

5時限
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■　医学研究科医科学専攻（修士課程）　履修モデル

必修 選択必修 選択 必修 選択必修 選択 必修 選択必修 選択

大学院総合講義 1①②通 1 1 1

医科学概論Ⅰ 1① 2 2 2

医科学概論Ⅱ 1① 1 1 1

医科学概論Ⅲ 1②③通 2 2 2

医学英語 1① 2 2 2

再生医学 1②③通 2 ※1 2 ※2 2 ※2

免疫・アレルギー 1②③通 2 ※1 2 ※2 2 ※2

神経科学 1②③通 2 ※1 2 ※2 2 ※2

創薬科学 1②③通 2 ※1 2 ※2 2 ※2

がん生物学 1②③通 2 ※1 2 ※2 2 ※2

生命情報処理学 1②③通 2 ※2 2 ※1 2 ※2

ゲノム医科学 1②③通 2 ※2 2 ※1 2 ※2

統計遺伝学 2① 2 ※2 2 ※1 2 ※2

ゲノム解析学 2① 2 ※2 2 ※1 2 ※2

医工学生活支援概論 1②③通 2 ※2 2 ※2 2 ※1

生体計測工学 1②③通 2 ※2 2 ※2 2 ※1

社会連携医工学 1②③通 2 ※2 2 ※2 2 ※1

臨床病態治療学 2① 2 ※2 2 ※2 2 ※1

スポーツ医学 2① 2 ※2 2 ※2 2 ※1

1②③、2通 10

1②③、2通 10

1②③、2通 10

専門科目 講義科目（※1）から6単位以上、講義科目（※2）から6単位以上を含め、12単位以上を履修する

　　講義科目（選択必修）

　　講義科目（選択） 　ゲノム医科学分野、医用工学分野で開講する9科目中3科目以上を、選択のうえ履修する

　　特別研究科目 　希望した指導教員から演習、研究・論文作成指導を受ける

専門科目 講義科目（※1）から8単位、講義科目（※2）から4単位以上を含め、12単位以上を履修する

　　講義科目（選択必修）

　　講義科目（選択） 　先端医科学分野、医用工学分野で開講する10科目中2科目以上を、選択のうえ履修する

　　特別研究科目 　希望した指導教員から演習、研究・論文作成指導を受ける

専門科目 講義科目（※1）から8単位以上、講義科目（※2）から4単位以上を含め、12単位以上を履修する

　　講義科目（選択必修）

　　講義科目（選択） 　先端医科学分野、ゲノム医科学分野で開講する9科目中2科目以上を、選択のうえ履修する

　　特別研究科目 　希望した指導教員から演習、研究・論文作成指導を受ける

ゲノム医科学特別研究

特

別

研

究

科

目

医用工学特別研究

講
義
科
目

小計 8単位

12単位以上

講

義

科

目

（
医

用

工

学

）

小計

講

義

科

目

（
先

端

医

科

学

）

講

義

科

目

（
ゲ

ノ

ム

医

科

学

）

配当
年次

単位数

先端医科学分野 ゲノム医科学分野 医用工学分野

専
門
科
目

10単位

共
通
科
目

先端医科学特別研究

10単位

30単位以上

小計 10単位

30単位以上 30単位以上

8単位 8単位

12単位以上 12単位以上

研究を始めるにあたって必要な知識を習得し、医学に関連する生命科学分野、臨床医学の基礎的知識をバランス良く学修するため
に、全ての科目を履修する

　特別研究で必要とされる知識を学修するために、先端医科学分野で開講する5科目中3科目以上を、選択のうえ履修する

身につけた医科学系の知識を基に、大学や企業において研究者、技術者を目指す人。博士課程への進学を視野に入れている人。

先
端
医
科
学
分
野

想定する進路

共通科目

ゲ
ノ
ム
医
科
学
分
野

想定する進路
身につけた医科学系の知識を基に、大学や企業において研究者、技術者を目指す人。医療機関での医療従事者やビックデータを用
いて一般企業での活躍を目指す人。

研究を始めるにあたって必要な知識を習得し、医学に関連する生命科学分野、臨床医学の基礎的知識をバランス良く学修するため
に、全ての科目を履修する

　特別研究で必要とされる知識を学修するために、ゲノム医科学分野で開講する4科目全てを履修する

共通科目

医
用
工
学
分
野

想定する進路 医療現場における指導者、教育者を目指す人。介護分野において、機器開発と医療現場との橋渡しを担える人材を目指す人。

研究を始めるにあたって必要な知識を習得し、医学に関連する生命科学分野、臨床医学の基礎的知識をバランス良く学修するため
に、全ての科目を履修する

　特別研究で必要とされる知識を学修するために、医用工学分野で開講する5科目中4科目以上を、選択のうえ履修する

共通科目
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コースワーク 
共通科目（８単位） 

コースワーク 
専門科目（講義科目）（１２単位以上） 

リサーチワーク 
専門科目(特別研究科目)１０単位 

２
年
次 

１
年
次 

大学院総合講義 

医科学概論Ⅰ・Ⅱ 

医学英語 

がん生物学 

スポーツ医学 

ゲノム医科学 創薬科学 

神経科学 

生命情報処理学 

医工学生活支援概論 

ゲノム解析学 

統計遺伝学 

再生医学 

免疫・アレルギー 

社会連携医工学     

生体計測工学 

臨床病態治療学 

先端 
医科学 

ゲノム
医科学 

医用 
工学 

医科学概論Ⅲ 

医学研究科医科学専攻修士課程のカリキュラムマップ 

DP① 基礎知識と倫理観 DP② 専門的知識と技能 DP③ 分析能力と問題解決力 

30単位以上を取得し、修士論文の審査に合格した学生に学位を授与する 

所属する専門分野の開講科目は選択必修 所属外の開講科目は選択 

先端医科学分野 医用工学分野 ゲノム医科学分野 

所属する専門分野の科目を選択必修 

全科目必修 
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関西医科大学研究者理つ⠊ 
Kansai Medical University Policy Concerning the Maintenance of  
High Ethical Standards in Research and Other Scholarly Activities 

㸦目的） 

➨１᮲ 関西医科大学は大学院医学研究科の理念に基࡙ࡁ、医学研究の世界的研究拠点を

形成し、生命現象の真理を探究して世界的水準となる医学研究成果を創出するとともに、

国際的視野に立って独創的な研究活動を行い、後進を指導する能力をᣢつ人間性豊か࡛

広い学識を併せもつ優れた医学研究者を育成することを目標としている。ࡑのたࡵᮏ学

にᡤᒓする研究者には、基礎医学・社会医学・臨床医学の研究成果ࡀ社会にཬࡰすከ大

なᙳ㡪と㈐௵とを自ぬした高い研究者理ࡀồࡽࡵれる。ᮏつ⠊は、ᮏ学におࡅる健

な研究⎔ቃの☜ಖと医学研究のಙ㢗性並びにබṇ性のಖᣢとを目的とし、研究にᦠわる

すての者ࡀᏲるࡁ理指㔪を♧す。 

㸦ᐃ⩏） 

➨２᮲ ᮏつ⠊におࡅるࠕ研究ࠖは、研究ィ⏬の⏦ㄳ、ᐇ、成果のⓎ⾲、成果のᑂᰝに

関わるすての行Ⅽと⤖果をྵࡴ。 

２ 研究者理つ⠊とは、研究に関わるᤐ㐀㸦IDEULFDWLRQ）、ᨵ❠㸦IDOVLILFDWLRQ）、┐

用㸦SODJLDULVP）な、社会つ⠊かࡽ㐓⬺した行Ⅽ㸦PLVFRQGXFW）を㜵Ṇし、研究に際

して社会的ᶍ⠊となるような行動のつ⠊をさす。 

㸦๓ᑂᰝ） 

➨３᮲ 研究ෆᐜに応ࡌ、以ୗの各ྕのように必要な๓ᑂᰝをཷࡅなࡅれࡤなࡽない。 

��� 人を⿕㦂者とする医学研究ࡸ各✀の理指㔪のᑐ象となる研究ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉをᐇ

する場合は、๓に医学理ጤဨ会ཪは医学理ጤဨ会ᑠጤဨ会㸦以ୗࠕ医学理ጤ

ဨ会等ࠖという。）のᑂᰝをཷࡅる。 

��� 動≀ᐇ㦂をྵࡴ研究ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉをᐇする場合は、๓に動≀ᐇ㦂ጤဨ会のᑂᰝ

をཷࡅる。 

��� 㑇ఏᏊ⤌࠼ᐇ㦂をྵࡴ研究ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉをᐇする場合は、๓に㑇ఏᏊ⤌࠼

ᐇ㦂Ᏻጤဨ会のᑂᰝをཷࡅる。 

㸦研究ຓ成㔠） 

➨４᮲ 科学研究㈝⿵ຓ㔠なの研究ຓ成㔠の⏦ㄳおよび㐠用に࠶たり、以ୗの各ྕに␃

ពしなࡅれࡤなࡽない。 

��� 研究のᐇែとかࡅ㞳れた大な成果ないしࡑのぢ㎸ࡳを掲げて、ᑂᰝဨをḭࡃ研究

ィ⏬を⏦ㄳしてはなࡽない。 

��� 論ᩥᩘࡸ論ᩥෆᐜな、⏦ㄳ᭩類にグ㍕する研究ᴗ⦼にഇ㐀ࡸᤐ㐀をຍ࠼てはなࡽ

ない。 

��� ຓ成㔠のᇳ行に際しては、ࠕ⿵ຓ㔠等に関するண⟬のᇳ行の㐺ṇに関するἲᚊ 、ࠖ

の関㐃するㅖつᐃを㑂Ᏺし、⏦ㄳした研究ィ⏬か科学研究㈝⿵ຓ㔠ྲྀᢅつ⛬ࠖなࠕ

 。ないࡽ㐓⬺した目的にὶ用してはなࡽ

㸦ཷク研究等） 

➨㸳᮲ ཷク研究、ඹྠ研究は大学におࡅるᡤᐃのᡭ⥆ࡁ㸦ዎ⣙等）を⤒てᐇしなࡅれ

 。ないࡽなࡤ

２ ཷク研究、ඹྠ研究のᐇに࠶たっては、ጤク者、ඹྠ研究者とのᐖ関ಀࡀ┦す

るែのⓎ生をᅇ㑊するようດࡵる。 

資料８



３ ཷク者、ඹྠ研究者として知り࠼た職ົ上の⛎ᐦについてᏲ⛎⩏ົを㈇う。 

 

㸦ᐇ㦂のᏳ⟶理） 

➨㸴᮲ ᐇ㦂࡛のᶵჾ、⨨、⸆ရ等の用に際し、関ಀするྲྀᢅ要㡯、学ෆㅖつᐃ㞟を

㑂Ᏺし、自ࡽの健康とᏳとを☜ಖするとඹに、⿕指導者のᏳ⟶理ᩍ育にດࡵる。 

２ ᐇ㦂の㐣⛬࡛生ࡌたᗫᾮ、ᗫᮦ等は、ᗫᲠ≀等ฎ理つ⛬に準ࡌて㐺ษなฎ理を行う。 

３ ⥈合研究タ、ᐇ㦂動≀㣫育ඹྠタ、ࣉ࣮ࢺࢯᐇ㦂タ、࣐ࣥ࢞⥺↷ᑕタ等

の用に際しては、各タのㅖつᐃと関㐃するἲ௧とを㑂Ᏺする。 

 

㸦ᐇ㦂ࢱ࣮ࢹのྲྀりᢅい） 

➨㸵᮲ Ꮡᅾしないᐇ㦂ࢱ࣮ࢹをస成するᤐ㐀、ᐇ㦂ࢱ࣮ࢹを㒔合よࡃຍᕤ・ኚ㐀するᨵ

❠、者の研究成果ࡸᐇ㦂ࢱ࣮ࢹを㐺ษなᘬ用なし࡛用する┐用を行ってはなࡽない。 

２ ᐇ㦂ࢱ࣮ࢹ、ᐇ㦂ሗ等は㐺ษに⟶理し、⣮ኻ、㑇₃、ᨵ❠等を㜵ࡄฎ⨨をㅮࡌる。 

３ 研究成果のⓎ⾲の基礎としたᐇ㦂ࢱ࣮ࢹ、ሗ、㈨ᩱ等は、研究成果の᳨ドにഛ࠼て

㐺ษなᮇ間ಖᏑする。 

４ ⿕㦂者のಶ人ሗは、医学理ጤဨ会等の指♧を㑂Ᏺし、༏ྡをྵࡴཝ㔜な⟶理と

Ᏺ⛎とをᚭᗏする。 

 

㸦研究成果Ⓨ⾲） 

➨㸶᮲ 研究成果のⓎ⾲に際しては、以ୗの各ྕをཝᏲする。 

��� ᤐ㐀、ᨵ❠ないし┐用したࢱ࣮ࢹを用いてはなࡽない。 

��� Ᏺ⛎すࡁಶ人ሗ等をබ開してはなࡽない。 

��� 研究成果のᐇែとかࡅ㞳れた大な⾲現ࡸ㒔合のⰋいㄗゎを導ࡃ⾲現を用いてⓎ⾲

してはなࡽない。 

��� 先行研究を⢭ᰝしてᙜヱ研究に寄与した先行研究は㐺ษにᘬ用する。᪂つ性のഇド

をしてはなࡽない。 

��� ྠ一の研究成果をሗ࿌したཎⴭ論ᩥを」ᩘの学術㞧ㄅにᢞ✏してはなࡽない。 

��� ཎⴭ論ᩥの➹㢌ⴭ者は、ࡑの研究をᐇ際にᐇした者とし、研究⤖果にᑐして㈐௵

とㄝ᫂⩏ົとを㈇う。学術会㆟等࡛のⓎ⾲者もこれに準ࡎる。 

��� ཎⴭ論ᩥのඹⴭ者、学術会㆟等のඹྠⓎ⾲者は、ࡑの研究に寄与した者とし、研究

⤖果にᑐして㈐௵とㄝ᫂⩏ົとをඹ᭷する。 

��� 研究成果の用に࠶たっては、ඹྠ研究者、論ᩥのඹⴭ者、ඹྠⓎ⾲者のᶒをᑛ

㔜し、ᩥ᭩に᫂♧されたྠពを得て行う。 

��に研究成果をⓎ⾲する際には、᫂☜な研究成果に基࡙いて、㐺ษなᡭࢹ࣓ࢫ࣐ �

 。を⤒て行うࡁ⥆

 

㸦研究のᑂᰝ） 

➨㸷᮲ 学ෆእのຓ成㔠・研究⿵ຓ㔠等の⏦ㄳ᭩のᑂᰝ、学会Ⓨ⾲ࡸ学術㞧ㄅのᢞ✏論ᩥ

のᑂᰝ・ᰝㄞに࠶たる場合は、ホ౯基準、ᑂᰝ⥘㡿等にᚑってබṇ࡛බᖹなᑂᰝを行う。 

２ 者のᴗ⦼ホ౯ࡸᑂᰝによって知り࠼たሗのṇ用₃ࡸὤをしてはなࡽない。 

 

㸦ᠬ⨩） 

➨ �� ᮲ 関西医科大学にᡤᒓする研究者ࡀ研究に関してṇ行Ⅽを行った場合㸦いをྵ

 。る࠶ࡀㄪᰝをした上࡛ᠬ⨩を科すこと、（。ࡴ

ᖹ成１㸶ᖺ㸴᭶２㸵᪥ไᐃ 

関西医科大学研究者理つ⠊ 
Kansai Medical University Policy Concerning the Maintenance of  
High Ethical Standards in Research and Other Scholarly Activities 

 

㸦目的） 

➨１᮲ 関西医科大学は大学院医学研究科の理念に基࡙ࡁ、医学研究の世界的研究拠点を

形成し、生命現象の真理を探究して世界的水準となる医学研究成果を創出するとともに、

国際的視野に立って独創的な研究活動を行い、後進を指導する能力をᣢつ人間性豊か࡛

広い学識を併せもつ優れた医学研究者を育成することを目標としている。ࡑのたࡵᮏ学

にᡤᒓする研究者には、基礎医学・社会医学・臨床医学の研究成果ࡀ社会にཬࡰすከ大

なᙳ㡪と㈐௵とを自ぬした高い研究者理ࡀồࡽࡵれる。ᮏつ⠊は、ᮏ学におࡅる健

な研究⎔ቃの☜ಖと医学研究のಙ㢗性並びにබṇ性のಖᣢとを目的とし、研究にᦠわる

すての者ࡀᏲるࡁ理指㔪を♧す。 

 

㸦ᐃ⩏） 

➨２᮲ ᮏつ⠊におࡅるࠕ研究ࠖは、研究ィ⏬の⏦ㄳ、ᐇ、成果のⓎ⾲、成果のᑂᰝに

関わるすての行Ⅽと⤖果をྵࡴ。 

２ 研究者理つ⠊とは、研究に関わるᤐ㐀㸦IDEULFDWLRQ）、ᨵ❠㸦IDOVLILFDWLRQ）、┐

用㸦SODJLDULVP）な、社会つ⠊かࡽ㐓⬺した行Ⅽ㸦PLVFRQGXFW）を㜵Ṇし、研究に際

して社会的ᶍ⠊となるような行動のつ⠊をさす。 

 

㸦๓ᑂᰝ） 

➨３᮲ 研究ෆᐜに応ࡌ、以ୗの各ྕのように必要な๓ᑂᰝをཷࡅなࡅれࡤなࡽない。 

��� 人を⿕㦂者とする医学研究ࡸ各✀の理指㔪のᑐ象となる研究ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉをᐇ

する場合は、๓に医学理ጤဨ会ཪは医学理ጤဨ会ᑠጤဨ会㸦以ୗࠕ医学理ጤ

ဨ会等ࠖという。）のᑂᰝをཷࡅる。 

��� 動≀ᐇ㦂をྵࡴ研究ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉをᐇする場合は、๓に動≀ᐇ㦂ጤဨ会のᑂᰝ

をཷࡅる。 

��� 㑇ఏᏊ⤌࠼ᐇ㦂をྵࡴ研究ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉをᐇする場合は、๓に㑇ఏᏊ⤌࠼

ᐇ㦂Ᏻጤဨ会のᑂᰝをཷࡅる。 

 

㸦研究ຓ成㔠） 

➨４᮲ 科学研究㈝⿵ຓ㔠なの研究ຓ成㔠の⏦ㄳおよび㐠用に࠶たり、以ୗの各ྕに␃

ពしなࡅれࡤなࡽない。 

��� 研究のᐇែとかࡅ㞳れた大な成果ないしࡑのぢ㎸ࡳを掲げて、ᑂᰝဨをḭࡃ研究

ィ⏬を⏦ㄳしてはなࡽない。 

��� 論ᩥᩘࡸ論ᩥෆᐜな、⏦ㄳ᭩類にグ㍕する研究ᴗ⦼にഇ㐀ࡸᤐ㐀をຍ࠼てはなࡽ

ない。 

��� ຓ成㔠のᇳ行に際しては、ࠕ⿵ຓ㔠等に関するண⟬のᇳ行の㐺ṇに関するἲᚊ 、ࠖ

の関㐃するㅖつᐃを㑂Ᏺし、⏦ㄳした研究ィ⏬か科学研究㈝⿵ຓ㔠ྲྀᢅつ⛬ࠖなࠕ

 。ないࡽ㐓⬺した目的にὶ用してはなࡽ

 

㸦ཷク研究等） 

➨㸳᮲ ཷク研究、ඹྠ研究は大学におࡅるᡤᐃのᡭ⥆ࡁ㸦ዎ⣙等）を⤒てᐇしなࡅれ

 。ないࡽなࡤ

２ ཷク研究、ඹྠ研究のᐇに࠶たっては、ጤク者、ඹྠ研究者とのᐖ関ಀࡀ┦す

るែのⓎ生をᅇ㑊するようດࡵる。 



○関西医科大学倫理審査センター規程

（設置）

第１条 関西医科大学に、倫理審査センター（以下、センターという）を設置する。 

（目的） 

第２条 センターは、関西医科大学の医学倫理審査委員会、附属三病院（附属病院、総合医

療センター、香里病院）の研究倫理審査委員会を円滑に管理、運営することを目的とする。 

（組織） 

第３条 センターは学長直轄とし、次の教職員を置く。 

(1) センター長 １名 

(2) 副センター長 ２名（うち、１名は事務局長を兼ねる） 

(3) 専任職員（臨時含む） 若干名 

(4) 兼務職員（大学） 若干名 

(5) 兼務職員（病院） 病院毎に若干名 

２ センター長は本学教授の中から、副センター長は本学教員の中から学長が指名する。 

３ センター長及び副センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（業務） 

第４条 センターでは、倫理審査に関する次の業務を行う。 

(1) 医学倫理審査委員会、研究倫理審査委員会の開催 

(2) 新規倫理申請書類及び変更倫理申請書類の受付及び管理業務 

(3) 当該研究の中止、終了、定期報告に関する各種書類の受付及び管理業務 

(4) 倫理教育受講状況、モニタリング、監査実施状況の管理業務 

(5) 倫理審査委員会に係る学外及び学内のホームページ、倫理申請システムの管理業務 

(6) その他、倫理審査委員会に関する業務 

（運営委員会） 

第５条 センターの管理及び運営等を行うため、倫理審査センター運営委員会（以下「運営

委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は、次の委員をもつて構成する。 

(1) センター長 

(2) 附属三病院長 

(3) 臨床研究支援センター長 

(4) その他、センター長が必要と認める者 
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３ 運営委員会委員長はセンター長がこれにあたる。 

４ 運営委員会の定期開催は原則年１回とし、その他必要に応じて委員長が招集する。 

５ 委員長の判断により、書面審議又は通信審議により意見を徴収し、委員会決定とするこ

とができる。 

６ 運営委員会の事務は、センターの専任職員が行う。 

（運営委員会の協議事項） 

第６条 運営委員会は、次の事項を協議する。 

(1) センターの運営に関する重要な事項 

(2) センターの予算、決算に関する事項 

(3) その他委員長が運営委員会で協議が必要と認める事項 

（臨床研究専門委員会） 

第７条 センターに提出された実施計画を調査及び検討するため、臨床研究専門委員会（以

下「専門委員会」という。）を設置する。 

２ 専門委員会は申請件数に応じて複数設置することができる。専門委員会名はⅠから順次

採番する。 

３ 専門委員会の委員は、臨床系講座主任が推挙し、センター長の承認後、学長が委嘱する。 

４ 専門委員会に委員長を置く。委員長は委員の中からセンター長が選任する。 

５ 専門委員会は、調査及び検討の結果を本審査を行う倫理審査委員会に報告しなければな

らない。運用等については別途定める。 

６ 専門委員会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（審査委員会） 

第８条 医学倫理審査委員会、附属三病院（附属病院、総合医療センター、香里病院）の研

究倫理審査委員会及び専門委員会に関しては別途定める規定に従う。 

第９条 附属病院医療倫理センター組織運営規則第２条に則り、医療倫理検討委員会の審議

結果について報告を受け職員に周知する。 

（その他） 

第10条 この規程に定めるもののほか、センターの業務に必要な事項は別に定める。 

（規程の改廃） 

第11条 この規程の改廃は、運営委員会及び医学部教授会の議を経て、学長が決定する。 

附 則 



この規程は、平成28年７月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成29年１月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成29年９月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成30年５月１日から施行する。 
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 KMULAS導入経緯とあるべき姿 

 

学習支援システムの KMULASとは Kansai Medical University Learning Assistant Systemの略で、

本学ではカムラスと呼んでいます。 

計画のごく初期の段階では講義資料のペーパーレスだけを目的としましたが、講義資料をオンライン

で配信するだけでなく、授業中に実施するクリッカーや、予復習としての小テスト、レポートの提出など

総括的に学習を支援するシステムとしての活用を目指すことになりました。 

2015 年の段階的導入を経て 2016 年の本格導入を実施した当初は、教員と学生の双方から授業の形態

が変更することに異論がありましたが、現在ではほぼ全ての授業で講義資料のオンライン配信が実現で

きており、講義資料の配信が遅れると学生から問い合わせを受けるなど、予習の一助になるツールとなっ

ていることを実感できるまでとなりました。 

授業中のクリッカーや小テスト、レポートの提出・返却については、講義資料の配信に比べると利用率

が下がりますが、授業を活性化し教員と学生の双方向のコミュニケーションを支援する仕組みです。新任

教員への普及や活用事例の FD を通して普及への取り組みを継続し、学習を支援するシステムとして役

割を拡充できるよう目指しています。 

  



 

 

 講義資料の配信 

 

1. 学内・学外のどちらからも

KMULASにログイン可能

です。 

  

2. ログイン後は、授業のカレ

ンダーが表示され、それぞ

れの授業名をクリックす

ると、授業ごとのページが

表示されます。 

 

3. 授業ごとのページでは、講

義資料やテストを、授業日

(授業時間)ごとにまとめて

います。 

 



 

 

4. 資料は画面上で閲覧でき

ますし、PDFファイルとし

てダウンロードすること

も可能です。 

 

 

  



 

 

 クリッカー 

 

クリッカーとは授業中に出題した問題に対して、短時間で学生の回答を受け付けた後、その場で回答

割合を示しながら解説をするというスタイルのテストです。授業中に解説した内容に対する理解度

を、教員がリアルタイムに確認できるという役割があります。また、クリッカーの実施を予告するこ

とで、学生に授業を聞き漏らさないという姿勢を促すとともに、授業を振り返る効果を期待していま

す。 

教員画面 学生画面 

1. 教員は非公開にしていた問題を公開します。 

 

学生に問題が公開されたことが表示されます。 

 

2. 教員は学生に回答時間を口頭で指示します。 学生は回答を始めます。 

 

3. 回答締め切り後、教員は回答状況を確認し、

結果を学生に解説します。 

 

 

 



 

 

 予復習としての小テスト 

 

テスト機能は、単数選択式、複数選択式、単語/数値入力式、記述式など様々な形式に対応していま

す。記述式以外は自動採点が可能で、学生が回答後に解説を見る機能があります。テスト機能を予復

習に利用することで、学生の自学自習を促し、教員は学生の回答状況から次の授業へのフィードバッ

クを準備できます。 

 

第１節 教員がテストを準備する 

1. テスト名、公開期間、採点

結果の開示/非開示などを

設定します。 

 

2. 問題を準備します。 

標準的な単数選択式テス

トに必要な設定は次の項

目です。 

・問題文 

・選択肢 

・正答 

・解説(必要に応じて) 

 

 

第２節 学生が回答する 

1. 公開期間中にテスト名

をクリックします。 

 



 

 

2. 1 問ずつ回答し、最後に

採点ボタンをクリック

します。 

 

3. 回答を提出後、採点結果

と解説を確認できます。 

 

 

 



 

 

第３節 教員が学生の回答状況を確認する 

1. 全体の正答率を確認しま

す。 

 

2. 問題ごとの回答状況を確

認します。 

 

 

  



 

 

 学生アンケート 

 

KMULASのアンケート機能を利用して、学生の意見を収集することができます。 

授業や教員に関する教育評価アンケートや、学修実態調査に利用しています。 

 

1. 設問や回答期間を準備し

ます。 

 

2. 学生は実施期間中に回答

し、提出します。 

 

3. 回答結果の集計例 
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Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

藤澤 順一
①第4講義室【大学院総合講義】

藤澤 順一
①

藤澤 順一
②

藤澤 順一
④

藤澤 順一
③

藤澤 順一
⑤

藤澤 順一
②健康科学教室(16.木村)

藤澤 順一
③数学教室(15.北脇)

藤澤 順一

藤澤 順一
⑥

藤澤 順一
④生物学教室(14.平野)

藤澤 順一
⑤物理学教室(29.楠本)

藤澤 順一
⑥教養系共同実験室

藤澤 順一
(　　　）内は特別研究担当教員

藤澤 順一
学舎2階

藤澤 順一
【　　　】内は授業科目



藤澤 順一
学舎3階

藤澤 順一
⑦附属図書館

藤澤 順一
⑦



藤澤 順一
⑧

藤澤 順一
⑨

藤澤 順一
⑩

藤澤 順一
⑪

藤澤 順一
⑫

藤澤 順一
⑬

藤澤 順一
⑧外科学医局（23.海堀、24.里井、25.杉江）

藤澤 順一
学舎5階

藤澤 順一
⑨セミナー室5A

藤澤 順一
⑩セミナー室5B

藤澤 順一
⑫セミナー室5D

藤澤 順一
⑪セミナー室5C

藤澤 順一
⑬セミナー室5E

藤澤 順一
（　　　）内は特別研究担当教員



藤澤 順一
⑭綜合研究施設セミナー室【大学院総合講義以外の講義科目】

藤澤 順一
⑮リハビリテーション医学医局（12.長谷）

藤澤 順一
学舎6階

藤澤 順一
㉒セミナー室6D

藤澤 順一
⑳セミナー室6B

藤澤 順一
⑲セミナー室6A

藤澤 順一
㉑セミナー室6C

藤澤 順一
⑯整形外科学医局（11.齋藤）

藤澤 順一
⑰内科学第一医局（22.倉田）

藤澤 順一
⑱侵襲反応制御部門研究室（20.廣田）

藤澤 順一
⑭

藤澤 順一
㉒

藤澤 順一
㉑

藤澤 順一
⑳

藤澤 順一
⑲

藤澤 順一
⑱

藤澤 順一
⑰

藤澤 順一
⑯

藤澤 順一
⑮

藤澤 順一
（　　　）内は特別研究担当教員

藤澤 順一
【　　　】内は授業科目

藤澤 順一
綜合研究施設
(6階)

藤澤 順一

藤澤 順一

藤澤 順一



藤澤 順一
学舎8階

藤澤 順一
㉖セミナー室8B

藤澤 順一
㉕セミナー室8A

藤澤 順一
㉓ゲノム編集部門研究室（27.徳広）

藤澤 順一
㉔ゲノム解析部門研究室（19.日笠、30.三澤）

藤澤 順一
㉖

藤澤 順一
㉕

藤澤 順一
㉔

藤澤 順一
㉓

藤澤 順一
（　　　）内は特別研究担当教員
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多角形
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多角形
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多角形
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多角形
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多角形
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多角形
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多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

Koki Izumi
多角形

藤澤 順一
㉗医化学研究室(4.小林)

藤澤 順一
学舎12階

藤澤 順一
学舎11階

藤澤 順一
学舎10階

藤澤 順一
㉗

藤澤 順一
㉘

藤澤 順一
㉙

藤澤 順一
㉚

藤澤 順一
㉛

藤澤 順一
㉜

藤澤 順一
㉝

藤澤 順一
㉞

藤澤 順一
㉟

藤澤 順一
㊱

藤澤 順一
㊲

藤澤 順一
㊳

藤澤 順一
㊴

藤澤 順一
㊵

藤澤 順一
㊶

藤澤 順一
㊷

藤澤 順一
㊹

藤澤 順一
㊺

藤澤 順一
㊸

藤澤 順一
㉘iPS・幹細胞再生医学研究室
　　　　(7.人見、17.服部)

藤澤 順一
㉙衛生・公衆衛生学研究室
　　　　　　　　(18.甲田)

藤澤 順一
㉚生理学研究室(3.中村)

藤澤 順一
㉛セミナー室12A

藤澤 順一
㉜セミナー室12B

藤澤 順一
㉝解剖学研究室(2.北田)

藤澤 順一
㉞iPS・幹細胞応用医学研究室
　　　　　　　　　(8.六車)

藤澤 順一
㉟神経機能部門研究室
　　　　　(21.小早川)

藤澤 順一
㊱法医学研究室(10.赤根)

藤澤 順一
㊲セミナー室11A

藤澤 順一
㊳セミナー室11B

藤澤 順一
㊴臨床病理学研究室(13.蔦)

藤澤 順一
㊵薬理学研究室(5.中邨)

藤澤 順一
㊶生体情報部門研究室(26.松田)

藤澤 順一
㊷モデル動物部門研究室(28.李)

藤澤 順一
㊹セミナー室10A

藤澤 順一
㊺セミナー室10B

藤澤 順一
㊸分子遺伝学部門研究室
　　　　　　　　(1.木梨)

藤澤 順一
(　　　）内は特別研究担当教員



資料 12 

○大学院医学研究科長期履修制度に関する内規 

 

（設置） 

第１条 平成 22年度から関西医科大学大学院医学研究科に関西医科大学大学院学則（以下

「学則」という。）第 19条により長期履修制度を導入する。長期履修制度（長期履修コー

ス）（以下「当コース」という。）の取扱について、以下のとおり定める。 

 

（対象） 

第２条 当コースに申請することができる者は、社会人入学試験を経て入学し、次のいずれ

かに該当する者とする。 

(1) 職業を有する者（正職員又は自営業者に限る。） 

(2) 育児、介護等の事情を有する者 

(3) その他、学長が認めた者 

(4) ただし、前号による者は、学位論文掲載証明の取得遅れ等を事由にする場合を除く。 

 

（申請手続） 

第３条 当コースを希望する者は、原則として入学願書提出時に申請しなければならない。

申請にあたっては、指導教員の許可を経て長期履修（変更）申請書（別紙様式第 1号）の

他、次の書類を提出しなければならない。 

(1) 前条第１号該当の場合 

在職証明書（学外勤務者のみ。） 

ただし、開業医等で在職証明書が発行できない場合は、職業を有することが確認できる書

類 

(2) 前条第２号該当の場合 

育児による場合は、出産予定、或いは出産したことを証明する書類 

介護による場合は、介護を必要とする内容の医師等の診断書又は証明書、及び介護を必要

とする者との続柄を証明する書類 

(3) 前条第３号該当の場合 

認めるにあたり、当該事由を明らかにすることができる公的機関、病院等の証明書 

 

（許可） 

第４条 当コースの許可は、大学院医学研究科委員会の議を経て、学長が行う。 

 

（修業年限、在学年限及び修了要件） 

第５条 博士課程における当コース適用者の修業年限は、５年を標準とする。ただし、８年

を超えて在学することはできない。また、学則第 22条第 2項に定める早期修了の適用を
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受けない。 

２ 修士課程における当コース適用者の修業年限は３年を標準とする。ただし、４年を超え

て在学することはできない。 

 

（当コースへの変更） 

第６条 在学する者で当コースを希望する者は、長期履修の開始を希望する年度の前年度

の 12月までに長期履修を申請しなければならない。申請にあたっては、指導教員の許可

を経て第３条に定める書類を提出しなければならない。なお、当コースへの変更は、社会

人入学試験を経ていない者であっても、申請時に社会人学生としての身分を有し、かつ、

第 2 条第 1 号、第 2 号又は第 3 号のいずれかに該当すれば申請可能とする。ただし、当

コースへの申請は在学中に 1回限りとする。 

 

（長期履修の辞退） 

第７条 当コースを履修している者が、標準修業年限内での履修へ変更を希望するときは、

変更を希望する年度の前年度 12月までに長期履修の辞退を申請しなければならない。申

請にあたっては、指導教授の許可を経て長期履修辞退願（別紙様式第 2号）を提出しなけ

ればならない。 

 

２ 当コースを辞退する者が、学則第 22 条第 2 項に定める早期修了の適用を受ける場合

は、2学年の 12月までに申請しなければならない。 

 

（授業料その他） 

第８条 当コースの授業料その他は次のとおりとする。 

入学金  

・博士課程・修士課程 20万円 

授業料 

・博士課程 年額 40万円 総額 200万円 

・修士課程 年額 26万円（最終年度のみ 28万円） 総額 80万円 

２ 授業料の算出方法は、通常の授業料年額 50万円×標準修業年限４年÷長期履修許可年

限５年とする。在学している学生が当コースを申請し認められた場合、及び当コースの辞

退が認められた場合の授業料の年額は、学則の規定にかかわらず、授業料総額から学生が

既に納付した額を控除した額を残った履修年数で除した額とする。 

 

（授業科目及び履修方法） 

第９条 当コースの授業科目は、昼夜開講制度を活用する。必要単位数は、「医学研究科単

位修得・成績評価に関する内規（平成 28 年度以降入学者）」に定めるとおりとする。な
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お、授業科目の単位は原則として別表に定める所定の学年において修得するものとする。 

 

（その他） 

第 10条 その他の定めについては、学則の定めるところによる。 

 

附 則 

この内規は、平成 28年 6月 1日から施行する。 

附 則 

この内規は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

    附 則 

この内規は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

  附 則 

この内規は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

 

 

別表（略） 

【別記 1 参照】 

【修士課程】 

※３学年は学位論文提出学年であり、本来単位取得は２学年までで完了するが、理由によ

っては３学年での単位取得も可とする。 

※在学中に当コースに変更した場合の単位は、長期履修制度の開始年度以降、別表に定め

る所定の学年において履修する。 

 

※在学中に当コースを辞退した場合の単位は、２学年までに残りの単位取得を完了する

こととし、理由によっては４学年での単位取得も可とする。ただし、学則第 22条第 2項

に定める早期修了の適用を受ける場合は学位申請前に完了すること。 

 

【博士課程】 

※５学年は学位論文提出学年であり、本来単位取得は４学年までで完了するが、理由によ

っては５学年での単位取得も可とする。 

※１年間研究・論文作成指導を受けることによって２単位とする。 

※コースワークの共通コースについては、収録されたものを視聴の上、レポート提出によ

る履修を認める場合がある。 

※在学中に当コースに変更した場合の単位は、長期履修制度の開始年度以降、別表に定め

る所定の学年において履修する。 

※在学中に当コースを辞退した場合の単位は、３学年までに残りの単位取得を完了する
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こととし、理由によっては４学年での単位取得も可とする。ただし、学則第 22条第 2項

に定める早期修了の適用を受ける場合は学位申請前に完了すること。 
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○関西医科大学自己点検・評価に関する規程 

（趣旨及び目的） 

第１条 この規程は、関西医科大学学則第２条第２項の規定に基づき、関西医科大学におけ

る、教育研究水準の向上を図り、大学の目的及び社会的使命を達成するため、本学におけ

る教育・研究及び診療並びに管理運営等の全般につき、常に自己点検・評価を行うととも

に改善に努めることによって、本学の活性化及び合理化を図り社会的責務を果たすことを

目的とする。 

２ この規程は、学校教育法に基づく認証評価に関わる自己点検・評価についても定める。 

（自己点検・評価の項目） 

第２条 自己点検・評価の大項目は、次のとおりとする。 

(1) 領域別 

ア 管理運営 

イ 教育活動 

ウ 研究活動 

(2) 部署別 

ア 附属の４病院 

２ 自己点検・評価の中項目及び小項目は、第３条に定める自己点検・評価委員会で決定す

る。 

（自己点検・評価委員会の設置） 

第３条 第１条の目的を達成するため、本学に、自己点検・評価委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 

２ 委員会に、前条第１項第１号に規定する領域別に小委員会を置く。 

３ 前項に規定する小委員会のうち、前条第１項第１号に規定するイ及びウの領域の小委員

会に、それぞれ医学部分科会及び看護学部分科会を置く。 

（構成等） 

第４条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもつて構成する。 

(1) 医学部教授会から選出された者 ６名 

(2) 看護学部教授会から選出された者 ４名 

(3) 医学部准講会から選出された者 ２名 

(4) 事務部長会から選出された者 ３名 

(5) 事務職以外の一般職で理事長が指名した者 ２名 
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２ 委員の任期は、２年とする。また、通算４年を超えないものとする。 

３ 第１項にかかわらず委員会が必要と認めたときは、委員を追加することができる。 

４ 委員は、理事長が委嘱する。 

５ 欠員が生じた場合の補充された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、２年ごとに半数が交替する。 

７ 委員会に委員長を置き、委員長は委員の互選により選出する。 

８ 委員会に副委員長を置くことができる。副委員長は委員長の指名による。 

９ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

10 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故ある場合はその職務を代理する。 

11 委員会が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者を出席させ、説明又は、意見を

聞くことができる。 

12 小委員会委員の選出及び運営並びに分科会委員の選出及び運営は、委員会で決定する。 

（議事） 

第５条 委員会は、委員の過半数の出席をもつて成立する。 

２ 議事は、出席委員の過半数をもつて決し、可否同数の時は委員長の決するところによる。 

（報告） 

第６条 委員会は、認証評価のための自己点検・評価報告書を作成するほか、認証評価に関

わる自己点検・評価活動全般を担う。 

２ 委員会は、２年ごとに活動報告書を作成し、理事長に提出するものとする。 

３ 委員長は、委員会で審議した事項及び評価した事項について、毎年理事長及び学長に報

告しなければならない。 

（自己点検・評価結果の活用） 

第７条 本学の自己点検・評価結果は公表し、閲覧に供するものとする。 

２ 理事長、学長及び各部署長並びに理事会は、自己点検・評価の結果を、教育・研究及び

診療並びに管理運営の向上と活性化に活用するものとし、改善が必要と認められたものに

ついては、その改善に努めなければならない。 

（事務） 

第８条 委員会の事務は、総務部総務課が担当する。 

２ 管理運営小委員会の事務は、総務部総務課が担当する。 

３ 教育活動小委員会の事務は、大学事務部学務課が担当する。 

４ 研究活動小委員会の事務は、大学事務部研究課が担当する。 
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附 則 

この規程は、平成８年12月３日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成18年４月１日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成21年１月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年７月１日から施行する。 
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■　専任教員の各種業務負担率  （％）

医学部 博士課程 修士課程

1 木梨達雄 10 5 5 30 0 50

2 北田容章 20 20 20 25 0 15

3 中村加枝 35 10 5 30 0 20

4 小林拓也 20 15 15 40 0 10

5 中邨智之 20 10 10 40 0 20

7 人見浩史 20 20 10 30 0 20

8 六車恵子 20 20 20 20 0 20

9 西山利正 10 10 5 15 30 30

10 赤根　敦 30 10 10 30 0 20

11 齊藤貴徳 20 10 10 10 30 20

① 長谷公隆 20 10 10 20 25 15

② 蔦　幸治 20 10 10 20 30 10

14 平野伸二 35 5 5 20 0 35

15 北脇知己 25 15 10 20 0 30

③ 木村　穣 10 15 15 25 25 10

17 服部文幸 10 20 20 45 0 5

18 甲田勝康 20 10 10 40 0 20

19 日笠幸一郎 10 5 30 45 0 10

20 廣田喜一 10 25 20 30 10 5

21 小早川令子 10 10 10 60 0 10

22 倉田宝保 15 5 5 25 40 10

23 海堀昌樹 5 10 5 10 60 10

24 里井壮平 10 10 5 25 35 15

25 杉江知治 20 10 10 20 30 10

26 松田達志 20 20 10 45 0 5

27 徳弘圭造 10 15 15 45 0 15

28 李　成一 10 15 15 30 0 30

29 楠本邦子 30 0 10 40 0 20

30 三澤計治 10 0 40 50 0 0

管理運営№ 氏名
教　育

研究 診療
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○関西医科大学遺伝子組換え実験安全管理規程

（目的）

第１条 この規程は、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関

する法律」（平成15年法律第97号。以下「法」という。）及びこの法律に関連した省令・

告示（以下「省令等」という。）に基づき、関西医科大学（以下「本学」という。）にお

ける遺伝子組換え実験（以下「実験」という。）の基準を定め、もつて生物の多様性の確

保を図るために拡散防止の措置を講ずるとともに実験の安全かつ適切な実施を図ること

を目的とする。

（学長）

第２条 学長は、本学における実験の安全確保に関して統括する。

（実験安全委員会）

第３条 本学に、実験の安全な実施を確保するため、関西医科大学遺伝子組換え実験安全委

員会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 委員会は、学長の諮問に応じて次の事項について調査、審議し、及びこれらの事項に関

して学長に答申又は勧告する。

(1) 実験計画の法及び省令等並びにこの規程に対する適合性に関すること 

(2) 実験従事者に係る教育訓練及び健康管理に関すること 

(3) 危険時及び事故時の必要な処置及び改善策に関すること 

(4) その他実験の安全確保に関する必要な事項 

３ 委員会は、前項のほか、必要に応じて安全主任者及び実験責任者に対し、実験の安全確

保に関して報告を求め又は助言することができる。

（委員）

第４条 委員会は、次の委員をもつて組織する。

(1) 遺伝子組換え実験安全主任者（以下「安全主任者」という。） 

(2) 全学教授会構成員の互選により選出された基礎社会系１名、臨床系１名、教養系１

名の計３名の委員

(3) 附属生命医学研究所長 

(4) 綜合研究施設長 

(5) 実験動物飼育共同施設長 

(6) 安全衛生担当理事 

(7) 前各号に掲げるもののほか、学長が必要と認めた学識経験者若干名 
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２ 委員会の委員は、学長が任命する。 

３ 第１項の第２号、第７号の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、連続し

て６年を超えることはできない。なお、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、学長が指名する。ただし、安全主任者は委員長にはならな

いものとする。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を委員会に出席させ意見を聴取することが

できる。ただし、委員以外の者を議決に加えることはできない。 

（委員会事務） 

第６条 委員会に関する事務は、大学事務部研究課で行う。 

２ 委員会の運営に関し必要な事項は別に定める。 

（安全主任者） 

第７条 本学に、実験の安全確保について、学長を補佐する安全主任者を置く。 

２ 安全主任者は、法及び省令等を十分理解するとともに、生物災害の発生を防止するため

の知識、技術その他これらに関連する知識及び技術を高度に習熟した本学の教授をもつて

充てる。 

３ 安全主任者は、学長が指名する。 

４ 安全主任者は、次の任務を行うものとする。 

(1) 実験従事者の適格性を認定すること 

(2) 実験責任者に対し実験の実施について指導助言すること 

(3) 実験責任者が実施する教育訓練について、委員会の方針に基づき指導助言すること 

(4) 実験従事者の健康管理に必要な措置を講ずること 

(5) 実験責任者に対し、施設、設備の管理及び保全について指導助言すること 

(6) 実験責任者に対し、危険時及び事故時の措置について指導助言すること 

(7) 実験計画の承認に関する書類の写及び実験成果（経過）報告書を保存すること 

(8) その他実験の安全確保に関する必要な事項の処理に当たること 

５ 安全主任者は、安全副主任者を指名することができる。 

（実験責任者） 

第８条 実験を実施しようとする場合は、実験計画ごとに実験責任者を定めなければならな

い。 
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２ 実験責任者は、実験従事者中、法及び省令等を熟知するとともに、生物災害の発生を防

止するための知識及び技術に習熟した本学の教員とする。 

３ 実験責任者は、法及び内部規制を熟知するとともに生物被害の発生を防止するための知

識及び技術並びにこれらを含む関連の知識及び技術に習熟した者で当該実験計画の遂行

について責任を負うとともに、次の任務を行うものとする。 

(1) 実験計画を立案し、学長の承認を受けること 

(2) 実験の実施に際しては、安全主任者との緊密な連絡の下に適切な管理、監督に当た

ること 

(3) 実験従事者に係る教育訓練を企画し、実施すること 

(4) 毎年度末及び当該実験計画による実験の終了時に実験成果（経過）報告書を遺伝子

組換え実験安全委員会に提出すること 

(5) その他実験の安全確保に関し必要な事項を実施すること 

（実験従事者） 

第９条 実験従事者は、病原微生物の取扱い技術並びに実験に特有な操作方法及び関連する

技術に精通し、習熟している者で、第10条第３項の規定により、安全主任者の認定を受

けた者とする。 

２ 実験従事者は、実験の実施に当たつては、安全確保について十分に自覚し、必要な配慮

をするとともに、実験責任者の指示に従わなければならない。 

３ 実験従事者は、絶えず自己の健康について注意しなければならない。 

４ 実験従事者は、健康に変調をきたした場合又は重症若しくは長期にわたる病気にかかつ

た場合には学長に報告しなければならない。また、この事実を知り得た者も、これと同様

とする。 

（実験の申請手続及び審査） 

第10条 すべての実験は、本条の手続を経て学長の承認を受けなければ実施することはで

きない。 

２ 実験責任者は、実施しようとする実験計画について、学長に、実験の承認の申請（以下

「申請」という。）をしなければならない。 

３ 実験責任者は、実験責任者をふくむ実験従事者が安全主任者の認定する遺伝子組換え実

験受講番号を取得していることを確認し、前項の実験計画書に明記しなければならない。 

４ 学長は、第２項及び第５項の申請があつたときは、委員会の審査を経て、実験の実施に

ついて承認を与えるか否かを決定し、申請をした者にその旨通知するものとする。この場
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合において、文部科学大臣の承認又は認定を必要とする実験計画等については、あらかじ

め、学長が文部科学大臣に申請するものとする。 

５ 実験責任者は、実験計画を変更しようとするときは、第２項に規定するところにより変

更申請しなければならない。 

６ 委員会の審査は、実験の内容及び実施方法、実験に係る施設及び設備並びに実験従事者

の実験に関する知識及び技術が法及び省令等で定める基準に適合しているか否かについ

ても行うものとする。 

７ 申請の方法については、所定の様式の定めるところによる。 

（実験継続の手続） 

第11条 既に承認されている実験については、実験責任者は、所定の様式により毎年３月

末日までに実験継続申請を行うものとする。 

（実験の中止又は終了の際の手続） 

第12条 実験の中止又は終了に際しては、所定の様式により学長に報告しなければならな

い。 

（健康診断） 

第13条 実験従事者は、本学が行う法に基づく健康診断を受けなければならない。 

２ 実験従事者の健康診断等の結果の記録はその者の実験終了後５年間保存するものとす

る。 

（実験の実施） 

第14条 実験従事者は、実験の実施に当たつては、次の各号で定めるところによらなけれ

ばならない。 

(1) 実験は、法及び省令等に適合する実験室において行うこと 

(2) 実験は、承認を受けた計画に従つて行うこと 

(3) 実験は、法及び省令等で定めるそれぞれのレベルに応じた実験実施要項に従つた操

作によつて行うこと 

(4) 実験を実施したときは、その都度実験記録を作成し、保存すること 

(5) 実験に用いる宿主、ベクター等については、拡散防止措置の条件を満たすものであ

ることを実験の開始前及び実験中常時厳重に確認すること 

（保管・運搬） 

第15条 実験従事者は、遺伝子組換え生物等の保管・運搬時においては、執るべき拡散防

止措置として、次の各号で定めるところによらなければならない。 
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(1) 遺伝子組換え生物等を入れた容器は、密栓して外部を消毒した後、施設内のそれを

表示した貯蔵庫内に保管すること 

(2) 遺伝子組換え生物等を施設外に搬出するときは、安全な密栓した容器に入れて運搬

すること 

(3) 遺伝子組換え生物等によつて汚染されたものを廃棄するときは、すべて適当な処理

方法によつて崩壊又は死滅させてから行うこと 

(4) 遺伝子組換え生物等によつて汚染された実験用機器を洗滌若しくは再使用するとき

又は施設外に搬出するときは、事前に滅菌又は消毒すること 

（施設、設備の管理、保全等） 

第16条 実験責任者は、次の各号で定めるところにより施設、設備の管理、保全等を行わ

なければならない。 

(1) 法及び省令等に定められた施設、設備に、それぞれ必要な標識をつけること 

(2) 安全主任者の指導助言の下に、定期的に年１回当該施設が法及び省令等で定める要

件を満たしていることを確認するための検査を行うこと 

(3) 実験に使用する安全キャビネットについて、安全主任者の指導助言の下に検査を行

うこと 

(4) P２レベル以上の実験を行つているときは、法及び省令等で定める封じ込めのレベル

に応じた表示を掲げ、実験の性質を知らない者を施設に立ち入らせないこと 

（教育訓練） 

第17条 実験責任者の実験従事者に対する教育訓練は、安全主任者の指導助言の下に、法

及び省令等で定める事項について実施するものとする。 

２ 教育訓練で取得した受講番号は５年間有効とする。 

（記録） 

第18条 実験を適正に行うための配慮事項として、次の各号で定めるところにより記録保

管をしなければならない。 

(1) 申請課題等の内容 

(2) 実施・終了報告書 

(3) 委員会議事録 

(4) 施設点検記録 

(5) 譲受・譲渡の情報（ノックアウトマウス、トランスジェニックマウス等） 

(6) 運搬記録 
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(7) 教育、訓練（受講記録、大学院講義等） 

(8) 健康診断 

（危険時及び事故時の措置等） 

第19条 実験責任者は、事故等により生物災害が起こるおそれのある場合又は地震、火災

その他の災害により遺伝子組換え生物等が施設外に漏出するおそれがある場合は、応急の

措置を講ずるとともに、直ちに安全主任者、委員会委員長及び大学事務部長に報告した上、

安全主任者の指導助言の下に、適切な措置を講じなければならない。 

２ 安全主任者は、前項に該当する事態が発生したときは、その状況及び講じた措置等を記

載した書類を速やかに学長に提出し、遅滞なく文部科学大臣に報告するものとする。 

（規程の改廃） 

第20条 この規程の改廃は、委員会及び全学教授会の議を経て、学長が決定する。 

附 則 

１ この規程は、平成17年３月９日から施行する。 

２ 従前の関西医科大学組換えDNA実験安全管理規程は、この規程の施行日をもつて、こ

れを廃止する。 

附 則 

この規程は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成18年10月11日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成25年１月８日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成26年２月13日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成28年５月10日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成29年７月11日から施行する。 
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○関西医科大学病原性微生物等管理規程

（目的）

第１条 この規程は、関西医科大学（以下「本学」という。）において、教育、研究その他

の科学上の利用に供する病原性微生物等の所持、保管、使用、輸入、運搬、滅菌等（以下

「取扱い等」という。）について必要な事項を定め、病原性微生物等の安全確保及び環境

保全を適正に行うことを目的とする。

（統括）

第２条 学長は、本学における病原性微生物等の取扱い等及び管理に関して統括する。

（管理責任者）

第３条 学長を補佐するため、本学に病原性微生物等管理責任者（以下「管理責任者」とい

う。）を置き、次の事項を所掌する。

(1) 施錠された冷蔵庫、冷凍庫等により適切に病原性微生物等を保管すること。 

(2) 保管場所へのアクセス制限等による盗難・紛失等の防犯対策を行うこと。 

(3) 病原性微生物等の使用・管理を台帳等により常に記録・保存するとともに、取扱い

等を行う者に、管理責任者による定期的な確認を受けさせること。

(4) 病原性微生物等の譲渡に当たっては、適切な方法（オートクレーブ処理、薬剤によ

る消毒等）により確実に不活化するなど適切な管理を行うとともに、譲渡先において適

切な管理体制が整備されていることを事前に確認すること。また、取扱い等を行う者に、

管理責任者による承認手続き等を必ず受けさせること。

(5) 病原性微生物等の紛失、事故、災害等が発生した場合の警察、消防、海上保安部署

（臨海部に限る）等への通報体制を整備すること。

(6) 都道府県警察、文部科学省等関係機関の求めに応じて情報提供を行うとともに、関

係機関と連携して自主警戒の強化に努めること。

(7) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第

112号）第103条第３項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜられたときの対応につ

いて、あらかじめ備えておくこと。

（教育訓練）

第４条 病原性微生物等の取扱い等に関し、管理責任者は対象者に応じ、必要最低限の教育

及び訓練を適宜施さなければならない。

２ 管理責任者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年

法律第114号）第６条第19項に規定する特定病原体等の取扱いに関する教育及び訓練につ
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いては、管理区域に立ち入る者及び取扱い等業務に従事する者に対し、次の各号に定める

ところにより一年を超えない期間ごとに施さなければならない。なお、特定病原体等の取

扱い、管理又はこれに付随する業務に従事しない者の教育については、対象者に応じた必

要最低限の教育等を適宜施さなければならない。

(1) 病原性微生物等の取扱い、管理又はこれに付随する業務に従事する者であって、管

理区域に立入る者は、次によること。

イ 病原性微生物等の性質

ロ 病原性微生物等の管理

ハ 病原体等による感染症の発生の予防及びまん延の防止に関する法令

ニ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（安全管理委員会）

第５条 病原性微生物等のレベル分類（以下「BSL」という。）等に応じ、安全かつ適切

な設備の設置と運用を実施するため関西医科大学病原性微生物安全管理委員会（以下「委

員会」という。）を置く。

２ 委員会は、学長の諮問に応じ、「国立感染症研究所病原体等安全管理規程 別冊１「病

原体等のBSL分類等」（抜粋版）」に定める病原性微生物等を使用する実験室及び管理

区域に関すること、及びその他の病原性微生物等の安全管理に関して必要なことについて

調査審議する。

（委員）

第６条 委員会は、次の委員をもつて組織する。

(1) 管理責任者 

(2) 微生物学講座主任 

(3) 生物学教室主任 

(4) 附属生命医学研究所所長 

(5) 綜合研究施設長 

(6) 実験動物飼育共同施設長 

(7) 実験動物管理者 

(8) 安全衛生担当理事 

(9) 附属病院感染制御部部長 

(10) 前各号に掲げるもののほか、学長が必要と認めた病原性微生物等の管理について知

見を有する者若干名
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２ 委員会の委員は学長が任命する。 

（委員長） 

第７条 管理責任者は本委員会委員長を兼務する。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を委員会に出席させ意見を聴取することが

できる。ただし、委員以外の者を議決に加えることはできない。 

（委員会事務） 

第８条 委員会に関する事務は、大学事務部研究課で行う。 

（病原性微生物等の取扱手続等） 

第９条 「国立感染症研究所病原体等安全管理規程別冊１「病原体等のBSL分類等」（抜

粋版）」に定めるBSL２及びBSL３の病原性微生物等を他の機関に供与しようとすると

きは、予め別紙様式１により学長に申請し、承認を受けなければならない。 

第10条 省令に基づき、「病原体等の名称と疾患名称の対照表」に記載された特定病原体

等の取扱手続等は、次の各号による。 

(1) 一種病原体等は、本学が国又は政令で定める法人に含まれないため、所持できない

ものとする。 

(2) 二種病原体等は、所持、輸入、譲渡し及び譲受けに先だって、別紙様式２を提出の

うえ、学長が厚生労働大臣の許可を得るものとする。 

(3) 三種病原体等は、所持した日より７日以内に別紙様式３を提出のうえ、学長が厚生

労働大臣に届け出るものとする。 

(4) 四種病原体等は、厚生労働大臣への届出は不要であるが、保管、使用、運搬、滅菌

等に関して、管理責任者の確認を受けるものとする。 

（健康診断） 

第11条 病原性微生物等を使用する教職員は、本学が行う法に基づく健康診断を受けなけ

ればならない。 

２ 実験従事者の健康診断等の結果の記録はその者の実験終了後５年間保存するものとす

る。 

（健康診断後の措置） 

第12条 学長は、前条に定める健康診断の結果、教職員等に「国立感染症研究所病原体等

安全管理規程別冊１「病原体等のBSL分類等」（抜粋版）」に定めるBSL２とBSL３の

病原性微生物等による感染が疑われるときには、直ちに安全確保のために必要な以下の各
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号の措置を講ずるものとする。 

(1) 当該教職員等に適切な医療機関での診断・治療を受けさせ、必要な期間の出勤停止

措置を取る。 

(2) 当該教職員の周辺の人に二次感染の可能性に関する情報を提供し、適切な医療機関

での診断を受けさせる。 

(3) 当該病原性微生物等の取扱いを停止し、管理区域及び周辺を立ち入り禁止とし、保

健所等の助言を得て消毒を行う。 

（血清の保存） 

第13条 学長は、教職員等の健康管理の一助とするため、BSL３の病原性微生物等を取り

扱う教職員等を対象として取扱開始前の血清を保存することができる。 

（規程の改廃） 

第14条 この規程の改廃は、委員会の議を経て、学長が決定する。 

附 則 

この規程は、令和元年９月10日から施行する。 


	①　設置の趣旨及び必要性
	②　修士課程設置の場合は既存の博士課程との関係
	③　研究科、専攻等の名称及び学位の名称
	④　教育課程編成の考え方及び特色
	⑤　教員組織の編成の考え方及び特色
	⑥　教育方法、履修方法、研究指導の方法及び修了要件
	⑦　施設、設備等の整備計画
	⑧　基礎となる学部との関係
	⑨　入学者選抜の概要
	⑩　「大学院設置基準」第２条の２又は第１４条による教育方法の実施
	⑪　管理運営
	⑫　自己点検・評価
	⑬　情報の公表
	⑭　教育内容等の改善のための組織的な研修等
	（設置の趣旨：資料
	スライド番号 1

	（設置の趣旨：資料
	Sheet1




